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 綾部市一般職職員の通勤手当支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。

  令和２年７月７日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第３５号

綾部市一般職職員の通勤手当支給規則の一部を改正する規則

 綾部市一般職職員の通勤手当支給規則（昭和３３年綾部市規則第１６号）の一部を次の

ように改正する。

 第１０条の２第１項第３号中「であつて、これらの期間が２以上の月にわたることとな

るとき。」を「（これらの期間の初日の属する月又はその翌月に復職し、又は職務に復帰

することとなる場合を除く。）」に改める。

 第１０条の４第２項中「であつて、これらの期間が２以上の月にわたることとなつたと

き（次項に規定する場合に該当しているときを除く。）は」を「（次項に規定する場合に

該当しているときを除く。）には」に改める。

   附 則

 （施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

 （支給単位期間に係る経過措置）

２ この規則の施行の日前にこの規則による改正前の第１０条の２第１項第３号に規定す

る場合に該当した職員の支給単位期間の開始については、なお従前の例による。

　規　則　
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 綾部市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を

改正する規則をここに公布する。

  令和２年７月２２日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市規則第３６号

綾部市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例施行規則の一部を改正する規則

 綾部市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和

５６年綾部市規則第１７号）の一部を次のように改正する。

 別表第１第７項第１５号中「（１４）」を「（１５）」に改め、同号を第１６号とし、

第１１号から第１４号までを１号ずつ繰り下げ、第１０号の次に次の１号を加える。

（１１）オルト―トルイジンにさらされる業務に従事したため生じたぼうこうがん

 附 則

 この規則は、公布の日から施行する。

　規　則　
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綾部市会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年７月２８日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市規則第３７号 

綾部市会計規則の一部を改正する規則 

綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）の一部を次のように改正する。 

第５７条第１項第２１号を次のように改める。 

（２１）新型コロナウイルス感染症に係る給付金等 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

　規　則　
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綾部市告示第１３０号

綾部市国民健康保険被保険者証の無効について

 綾部市国民健康保険条例施行規則（平成８年綾部市規則第１５号）第２０条の規定に基づ

き、次の綾部市国民健康保険被保険者証は無効とする。

  令和２年７月２日

                          綾部市長 山 崎 善 也

証交付年月日 証記号・番号 生年月日

令和２年 ４月 １日 綾０４０７-３２００９ 昭和２６年 １月 ４日

令和２年 ４月 １日 綾０４０９-６２００２ 昭和５９年 ９月２４日

令和２年 ４月 １日 綾０５０１-３２００４ 昭和２２年 １月 ４日

令和２年 ４月 １日 綾０６０６-７３００１ 平成 ６年 ２月 ９日

令和２年 ４月 １日 綾０８１６-３２０３３ 昭和４３年 ９月１３日

令和２年 ４月 １日 綾０８１６-３２０３３ 平成１６年１１月２０日

令和２年 ４月 １日 綾０８１６-５１０４３ 平成 ６年 ８月 １日

令和２年 ４月 １日 綾０８２２-８１００８ 昭和２９年 ８月２１日

令和２年 ４月 １日 綾０８２７-０１０１０ 昭和２１年１０月３０日

令和２年 ４月 １日 綾０８３０-３５００８ 昭和５８年 １月２８日

令和２年 ４月 １日 綾０８３４-２３００７ 昭和２６年 １月 ９日

令和２年 ４月 １日 綾０８３７-１１００１ 昭和２１年 ７月１５日

令和２年 ４月 １日 綾０８３８-２３００９ 昭和２３年 ２月１９日

令和２年 ４月 １日 綾０９０２-１１００９ 昭和２３年 ７月２０日

令和２年 ４月 １日 綾０９０３-２１１４０ 昭和４４年 ８月２８日

令和２年 ４月 １日 綾０９０８-３１０１３ 平成１４年１２月２５日

令和２年 ４月 １日 綾１００１-２１０３２ 昭和５７年 １月 ５日

令和２年 ４月 １日 綾１１０４-２１００６ 平成 ６年 ３月 １日

　告　示　
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綾部市告示第１３１号

 綾部市指定ごみ袋の取扱販売店業務を次の者に委託したので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の規定に基づき告示する。

令和２年７月２日

綾部市長  山 崎 善 也  

１ 令和２年度取扱販売店等の名称・所在地

取 扱 販 売 店 等 の 名 称 所 在 地

ロ ー ソ ン 綾 部 宮 代 店 綾部市宮代町門ノ前１４

　告　示　

5



綾部市告示第１３２号 

 綾部市経営継続補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和２年７月２９日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市経営継続補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症により、経営に深刻な影響を受けた農林

漁業者について、早急な経営回復及び継続を支援するため、経営継続補助金実施要綱（令

和２年６月１２日付け２経営第６６０号農林水産事務次官依命通知）及び経営継続補助

金交付要綱（令和２年６月１２日付け２経営第６６８号農林水産事務次官依命通知）の

規定により交付される補助金（以下「国庫補助金」という。）の交付を受け、経営継続

に向けた取組を行う者に対して、緊急支援対策として予算の範囲内において綾部市経営

継続補助金（以下「市補助金」という。）を交付することに関し、必要な事項を定める

ものとする。 

（補助対象者） 

第２条 市補助金の交付を受けることができる者は、本市で農林漁業を営む個人又は法人

であって、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１）常時使用する従業員の数が２０人以下であること。

（２）国庫補助金の交付が決定している者 

（３）綾部市内に主な生産、経営基盤を持つ者 

（補助対象事業等） 

第３条 市補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、農林漁

業者が行う次の各号に掲げるいずれかの取組を含む経営の継続に向けた取組であって、

令和２年５月１４日以後に着手されたものとする。 

（１）国内外の販路の回復・開拓 

（２）事業の継続・回復のための生産・販売方式の確立・転換 

（３）円滑な合意形成の促進等 

２ 市補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事

業に要する経費のうち、機械装置等費、広報費、展示会等出展費、旅費、開発・取得費、

雑役務費、借料、専門家謝金、専門家旅費、設備処分費、委託費又は外注費とする。た

だし、補助対象経費が次の各号のいずれかに該当するときは、当該補助対象経費を補助

金の交付の対象としない。 

（１）補助対象経費の合計に占める非接触型の生産・販売への転換及び感染時の業務継続

体制の構築に資する取組に要する経費の合計の割合が６分の１に満たないとき。 

　告　示　
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（２）他の補助金の交付の対象となるとき。 

（補助金の額） 

第４条 市補助金の額は、補助対象経費の４分の１以内の額とし、３３万４千円を限度と

する。ただし、その額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 市補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、綾部市経営

継続補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添えて、市長に申請しなければな

らない。 

 （補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査の上、その結果

を綾部市経営継続補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により申請者に通知

するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により市補助金の交付をする場合で、必要があると認めるときは、

条件を付すことができる。 

（変更申請等） 

第７条 前条第１項の規定により市補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」

という。）が、第５条の規定による申請の内容について、事業費を増額又は減額する場

合及び事業費の増減に関わらず事業内容を変更（軽微なものを除く。）する場合が生じ

たときは、速やかに綾部市経営継続補助金変更承認申請書（様式第３号）に必要な書類

を添えて、市長に申請し、承認を受けなければならない。 

２ 前項に規定する申請に対する審査及び通知については、前条第１項及び第２項の規定

を準用する。 

 （実績報告書） 

第８条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、速やかに綾部市経営継続補助金

実績報告書（様式第４号）に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 （補助金の返還等） 

第９条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定を取り消

し、又は既に交付した市補助金の全部又は一部の返還を命じることができる。 

（１）国庫補助金の交付の全部又は一部を取り消し又は変更されたとき。 

（２）偽りその他不正の手段により市補助金の交付を受けたとき。 

（３）この要綱の規定に違反したとき。 

（書類の保存等） 

第１０条 補助事業者は、市補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該

帳簿及び関係書類を市補助金の交付を受けた年度終了後５年間保存しなければならない。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和２年７月２９日から施行する。 

　告　示　
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様式第１号（第５条関係） 

年  月  日 

綾部市長          様 

住所 

氏名           ○印

綾部市経営継続補助金交付申請書 

 綾部市経営継続補助金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり申請します。 

記 

１ 交付申請額                    円 

２ 添付書類 

（１）「経営継続補助金」の交付決定の写し 

（２）「経営継続補助金」の交付申請書類の写し 

（３）その他市長が必要と認める書類 

　告　示　
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様式第２号（第６条関係） 

第     号 

年  月  日 

          様 

綾部市長           □印

綾部市経営継続補助金交付（不交付）決定通知書 

年  月  日付けで交付申請のありました綾部市経営継続補助金につきまし

て、下記のとおり決定しましたので、綾部市経営継続補助金交付要綱第６条の規定により

通知します。 

記 

交 付 交付決定額                        円 

不 交 付

（理由） 

 この決定に不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、綾部市長に対して審査請求をすることができます（なお、決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算し

て１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

 また、この決定の取消しを求める訴えは、この決定（この決定について上記の審査請求

をしたときは、当該審査請求に対する裁決）があったことを知った日の翌日から起算して

６か月以内に、綾部市を被告として（訴訟において市を代表する者は市長となります。）、

提起することができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内であっても、決定のあった日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴

えを提起することができなくなります。）。

　告　示　
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様式第３号（第７条関係） 

年  月  日 

綾部市長          様 

住所 

氏名           ○印

綾部市経営継続補助金変更承認申請書 

 綾部市経営継続補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて提出します。 

記 

１ 交付申請額 変更後                円 

        変更前                円 

２ 添付書類 

（１）「経営継続補助金」が変更されたことを証する書類 

　告　示　

10



様式第４号（第８条関係） 

年  月  日 

綾部市長          様 

住所 

氏名           ○印

綾部市経営継続補助金実績報告書 

 綾部市経営継続補助金交付要綱第８条の規定により、事業の実績を報告します。 

記 

１ 補助実績額                    円 

２ 添付書類 

（１）「経営継続補助金」の実績報告書又は補助金額の確定の写し 

（２）その他市長が必要と認める書類 

　告　示　
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綾部市告示第１３６号 

綾部市ひとり親世帯臨時特別給付金支給事業実施要綱を次のように定める。 

令和２年７月３１日 

綾部市長 山 崎 善 也  

綾部市ひとり親世帯臨時特別給付金支給事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、ひとり親世帯臨時特別給付金支給要領（令和２年６月１７日付子発

０６１７第１号厚生労働省子ども家庭局長通知）に基づき、新型コロナウイルス感染症

の影響により、子育てと仕事を一人で担う低所得のひとり親世帯については、子育てに

対する負担の増加や収入の減少などにより特に大きな困難が心身等に生じていること

を踏まえ、こうした世帯を支援するため、臨時特別給付金を早期に支給するひとり親世

帯臨時特別給付金支給事業に関し、必要な事項を定める。 

（支給対象者） 

第２条 ひとり親世帯臨時特別給付金（以下「給付金」という。）の支給の対象となる者

は、次の各号に定める者（給付金のうち支給しようとしている給付に相当するものの支

給を既に他の都道府県、市（特別区を含む。）又は福祉事務所を管理する町村から受け

ている者を除く。以下「支給対象者」という。）とする。 

（１）令和２年６月分の児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号。以下「法」という。）

による児童扶養手当（以下「児童扶養手当」という。）の支給を受けている者（その

全部を支給しないこととされている者を除く。以下「児童扶養手当受給者」という。） 

（２）令和２年６月分の児童扶養手当の支給要件に該当する者（以下「受給資格者」とい

う。）のうち、法第１３条の２の規定に基づき児童扶養手当の全部を支給しないこと

とされている者（以下「法第１３条の２支給停止者」という。）、又は法第６条の規

定に基づく市長の認定を受けた場合には法第１３条の２の規定に基づき児童扶養手

当の全部又は一部を支給しないこととなることが想定される者であって、次の表の左

欄に掲げる者ごとに、平成３０年の収入額について同表の右欄に掲げる要件を満たす

者（以下「公的年金給付等受給者」という。） 

１ 当該者（法第４条第１項第１号ロ又は

ニに該当し、かつ、母がない児童、同項

第２号ロ又はニに該当し、かつ、父がな

い児童その他児童扶養手当法施行令（昭

和３６年政令第４０５号。以下「令」と

いう。）で定める児童の養育者を除く。）

法第９条第１項で定める児童扶養手当の

一部支給に係る支給制限限度額に相当す

る収入額未満（収入には、当該者が非課税

の公的年金給付等を受給している場合に

あっては、その受給額を含み、当該者が母

である場合であってその監護する児童が

父から当該児童の養育に必要な費用の支
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 払を受けたとき、又は当該者が父である場

合であってその監護し、かつ、これと生計

を同じくする児童が母から当該児童の養

育に必要な費用の支払を受けたときは、令

第２条の４第６項で定めるところにより、

当該者が当該費用の支払を受けたものと

みなして、収入の額を計算するものとす

る。） 

２ 当該者（１の項に規定する養育者に限

る。） 

法第９条の２で定める児童扶養手当の支

給制限限度額に相当する収入額未満（収入

には、当該者が非課税の公的年金給付等を

受給している場合にあっては、その受給額

を含む。） 

３ 当該者の配偶者又は当該者が父若し

くは母である場合にあっては当該者の

民法（明治２９年法律第８９号）第

８７７条第１項に定める扶養義務者（以

下「扶養義務者」という。）で当該者と

生計を同じくする者若しくは当該者が

養育者である場合にあっては当該者の

扶養義務者で当該者の生計を維持する

者 

法第１０条又は第１１条で定める児童扶

養手当の支給制限限度額に相当する収入

額未満（収入には、左欄に掲げる者が非課

税の公的年金給付等を受給している場合

にあっては、その受給額を含む。） 

（３）申請時点において、令和２年６月分の児童扶養手当に係る法第６条の規定に基づく

市長の認定を受けていない受給資格者（前号に規定する者を除く。）又は法第９条か

ら第１１条までの規定に基づき児童扶養手当の全部を支給しないこととされている

受給資格者であって、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変し、第２

号の表の左欄に掲げる者ごとに、急変後１年間の収入見込額について同表の右欄に掲

げる要件を満たす者その他前２号に規定する者と同様の事情にあると認められる者

（以下「家計急変者」という。） 

（４）前３号の規定にかかわらず、給付金は、支給対象者が次の表の左欄に掲げる者に該

当する場合について、同表の右欄に掲げる者に対して支給する。ただし、既に同表の

左欄に掲げる者に対して給付金が支給されている場合には、この限りでない。 

児童扶養手当受給者、及び公的年金給付等

受給者（法第１３条の２支給停止者に限

る。）であって、令和２年６月１日以後に

死亡した者（当該者が、当該者に対する給

付金の支給が決定される日までの間に死

亡した場合を含む。） 

左欄に掲げる者の法第４条に定める要件

に該当する児童（以下「監護等児童」とい

う。）であった者 

公的年金給付等受給者（法第１３条の２支 左欄に掲げる者の監護等児童であった者 
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給停止者を除く。）であって、令和２年度

補正予算（第２号）成立日以後に死亡した

者（当該者が、当該者に対する給付金の支

給が決定される日までの間に死亡した場

合を含む。） 

家計急変者であって、給付金の申請後、当

該者に対する給付金の支給が決定される

日までの間に死亡した者 

左欄に掲げる者の監護等児童であった者 

（給付金の支給等） 

第３条 市長は、支給対象者に対し、この要綱の定めるところにより、予算の範囲内にお

いて給付金を支給する。 

２ 前項の規定により支給対象者に対して支給する給付金の金額は、次の各号に掲げる金

額とする。 

（１）基本給付 支給対象者に対して、５万円を１回に限り支給する。ただし、監護等児

童が２人以上である支給対象者に支給する給付の額は、これに監護等児童のうちの１

人以外の監護等児童につきそれぞれ３万円を加算した額とする。 

（２）追加給付 児童扶養手当受給者及び公的年金給付等受給者のうち、新型コロナウイ

ルス感染症の影響を受けて家計が急変し、収入が大きく減少しているとの申出があっ

た者に対して、５万円を１回に限り支給する。 

（児童扶養手当受給者に対する基本給付の支給の申込み等） 

第４条 市長は、児童扶養手当受給者に対し、基本給付の支給の申込みを行う。 

２ 児童扶養手当受給者は、前項の申込みを受けた際、基本給付の受給の拒否を届け出る

ことができる。この場合において、当該拒否の届出はひとり親世帯臨時特別給付金（基

本給付）受給拒否の届出書（様式第１号）により行わなければならない。 

３ 市長は、令和２年８月１４日までに前項の届出がないときは、速やかに支給を決定し、

児童扶養手当受給者に対し、基本給付を支給する。 

（児童扶養手当受給者に対する基本給付の支給の方式） 

第５条 児童扶養手当受給者に対する市長による基本給付の支給は、次の各号に掲げる方

式のいずれかにより行う。この場合、第３号に掲げる方式は、申請者が金融機関に口座

を開設していないこと、金融機関から著しく離れた場所に居住していることその他第１

号又は第２号に掲げる方式による支給が困難な場合に限り行う。 

（１）児童扶養手当口座振込方式 令和２年６月分の児童扶養手当振込時における指定口

座に振り込む方式 

（２）指定口座振込方式 前条第３項の支給決定前までに、児童扶養手当受給者が市に前

号の指定口座の変更をひとり親世帯臨時特別給付金支給口座登録等の届出書（様式第

２号）により届け出、市長が当該届出を受けた指定口座に振り込む方式 

（３）窓口交付方式 指定口座への振込みによる支給が困難である場合に、市長が当該窓

口で現金を交付することにより支給する方式 

（公的年金給付等受給者及び家計急変者に対する基本給付に係る申請受付開始日及び
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申請期限） 

第６条 公的年金給付等受給者及び家計急変者に対して支給する基本給付に係る市の申請

受付開始日は、次条第２項各号に掲げる申請方式ごとに市長が別に定める日とする。 

２ 申請期限は、やむを得ない場合を除き、令和３年２月２８日までの間で市長が別に定

める日とする。 

（公的年金給付等受給者及び家計急変者に対する基本給付に係る申請及び支給の方式） 

第７条 公的年金給付等受給者及び家計急変者に対する基本給付の支給を受けようとする

者（以下「基本給付申請者」という。）は、ひとり親世帯臨時特別給付金申請書（請求

書）【基本給付】（様式第３号。以下「基本給付申請書」という。）により申請を行わ

なければならない。 

２ 基本給付申請者による申請及びこれに基づく市長による支給は、次の各号に掲げる方

式のいずれかにより行う。この場合、第３号に掲げる方式は、基本給付申請者が金融機

関に口座を開設していないこと、金融機関から著しく離れた場所に居住していることそ

の他第１号又は第２号に掲げる方式による支給が困難な場合に限り行う。 

（１）郵送申請口座振込方式 基本給付申請者が基本給付申請書を郵送により提出し、市

長が基本給付申請者から指定された金融機関の口座に振り込む方式 

（２）窓口申請口座振込方式 基本給付申請者が基本給付申請書を窓口に提出し、市長が

基本給付申請者から指定された金融機関の口座に振り込む方式 

（３）窓口交付方式 基本給付申請者が基本給付申請書を郵送により、又は窓口において

提出し、市長が当該窓口で現金を交付することにより支給する方式 

３ 市長は、第１項の規定による申請の際、戸籍謄本並びに簡易な収入額の申立書（様式

第４号）、簡易な所得額の申立書（様式第５号）、簡易な収入見込額の申立書（様式第

６号）又は簡易な所得見込額の申立書（様式第７号）及び給与明細書、公的年金証書等

の所得を証明する書類等を提出させること等により、当該基本給付申請者が第２条の要

件を満たす者であるかについて確認を行う。 

４ 市長は、第１項の規定による申請の際、必要に応じて、公的身分証明書の写し等を提

出させ、又は提示させること等により、当該基本給付申請者の本人確認を行う。 

（児童扶養手当受給者及び公的年金給付等受給者に対する追加給付に係る申請受付開

始日及び申請期限） 

第８条 児童扶養手当受給者及び公的年金給付等受給者に対して支給する追加給付に係る

申請受付開始日は、次条第２項各号に掲げる申請方式ごとに市長が別に定める日とする。 

２ 申請期限は、やむを得ない場合を除き、令和３年２月２８日までの間で市長が別に定

める日とする。 

（児童扶養手当受給者及び公的年金給付等受給者に対する追加給付に係る申請及び支

給の方式） 

第９条 児童扶養手当受給者及び公的年金給付等受給者に対する追加給付の支給を受けよ

うとする者（以下「追加給付申請者」という。）は、ひとり親世帯臨時特別給付金申請

書（請求書）【追加給付】（様式第８号。以下「追加給付申請書」という。）により申

請を行わなければならない。 
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２ 追加給付申請者による申請及び市長による支給は、次の各号に掲げる方式のいずれか

により行う。この場合、第３号に掲げる方式は、追加給付申請者が金融機関に口座を開

設していないこと、金融機関から著しく離れた場所に居住していることその他第１号又

は第２号に掲げる方式による支給が困難な場合に限り行う。 

（１）郵送申請口座振込方式 追加給付申請者が追加給付申請書を郵送により提出し、市

長が追加給付申請者から通知された金融機関の口座に振り込む方式 

（２）窓口申請口座振込方式 追加給付申請者が追加給付申請書を窓口に提出し、市長が

追加給付申請者から通知された金融機関の口座に振り込む方式 

（３）窓口交付方式 追加給付申請者が追加給付申請書を郵送により、又は窓口において

提出し、市長が当該窓口で現金を交付することにより支給する方式 

３ 市長は、第１項の規定による申請の際、追加給付申請書の内容等により、当該追加給

付申請者が第２条の要件を満たす者であるか等について確認を行う。 

４ 市長は、第１項の規定による申請の際、必要に応じて、公的身分証明書の写し等を提

出させ、又は提示させること等により、当該追加給付申請者の本人確認を行う。 

（代理による申請） 

第１０条 代理により第７条第１項及び前条第１項の申請を行うことができる者は、当該

申請者の指定した者であると認められる者その他市長が別に定める方法により適当と

認める者とする。 

（基本給付申請者及び追加給付申請者に対する支給の決定） 

第１１条 市長は、第７条第１項又は第９条第１項の規定により提出された申請書を受理

したときは、速やかに内容を確認の上、支給を決定し、当該基本給付申請者及び追加給

付申請者に対し、第７条第２項各号又は第９条第２項各号に掲げる方式により給付金を

支給する。 

（給付金の支給等に関する周知） 

第１２条 市長は、給付金支給事業の実施に当たり、支給対象者及び監護等児童の要件、

申請の方法、申請受付開始日等の事業の概要について、広報その他の方法による住民へ

の周知を行うよう努めるものとする。 

（申請が行われなかった場合等の取扱い） 

第１３条 市長が前条の規定による周知を行ったにもかかわらず、基本給付申請者及び追

加給付申請者から第６条第２項及び第８条第２項の申請期限までに第７条第１項及び

第９条第１項の申請が行われなかった場合、当該基本給付申請者及び追加給付申請者が

給付金の支給を受けることを辞退したものとみなす。 

２ 市長が第４条第３項の規定による支給決定を行った後、本市が把握する令和２年６月

分の児童扶養手当振込時における指定口座（支給前までに指定口座の変更を届け出てい

る場合にあっては、当該届出をした指定口座とする。）に給付金の支給として振込みを

行う手続を行ったにもかかわらず、指定口座への振込みが口座解約・変更等の事由によ

り令和３年３月３１日までに完了できない場合は、本件契約は解除される。 

３ 市長が第１１条の規定による支給決定を行った後、申請書の不備による振込不能等が

あり、確認等に努めたにもかかわらず、申請書の補正が行われないことその他支給対象
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者の責に帰すべき事由により令和３年２月２８日までに支給が完了できない場合は、当

該申請は取り下げられたものとみなす。 

（不当利得の返還） 

第１４条 市長は、給付金の支給を受けた後に支給対象者の要件に該当しなくなった者又

は偽りその他不正の手段により給付金の支給を受けた者に対し、支給を行った給付金の

返還を求める。 

（受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第１５条 給付金の支給を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供してはならない。 

（その他） 

第１６条 この要綱の実施のために必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和２年７月３１日から施行する。 
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年 月 日

※下欄の事項に誓約・同意の上、届出します。

※振込先金融機関口座確認書類を添付してください（下欄を確認してください）。

【受取口座記入欄】

※ゆうちょ銀行を選択された場合は、「振込用の店名・預金種目・口座番号（7桁）」（通帳見開き下部に記載）をご記入ください。
※長期間入出金のない口座を記入しないで下さい。

『ひとり親世帯臨時特別給付金支給口座登録等の届出書』（本書）

※必要事項をご記入ください。

『受取口座を確認できる書類の写し（コピー）』（※「２．新規振込先指定口座」で「ア」を選択した場合に限る。）

※

『届出者本人確認書類の写し（コピー）』

※

様式第２号（第５条関係）

ひとり親世帯臨時特別給付金支給口座登録等の届出書

1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁連

本・支店
本・支所
出張所

1普通

2当座

１．届出者

令和２年６月分の児童扶養手当支給市区町村

２．新規振込先指定口座（児童扶養手当を受給しているご本人名義の口座に限ります。）

現　　　　住　　　　所

□ イ　窓口での現金支給を希望

口　座　名　義（フリガナのみ）

※「１．届出者」名義に限る。
　　　　 ※通帳の表記に合わせてください。

分類金　融　機　関　名

金融機関コード 支店コード

支 店 名 口 座 番 号
（右詰めでお書きください。）

届出者の運転免許証、健康保険証、マイナンバーカード（表面）、年金手帳、介護保険証、パスポート等の写し（コピー）
をご用意ください。

提出書類

通帳やキャッシュカードの写し（コピー）など、受取口座の金融機関名・口座番号・口座名義人を確認できる部分の写し
（コピー）をご用意ください。

※金融機関の口座がつくれない方等、どうしても口座による受け取りが出来ない方のみとなります。本人確認資料を裏面に添付してく
ださい。

市区町村が支給決定をした後、届出書の不備による振込不能等の事由により支払が完了せず、かつ、令和３年３月３１日まで
に、市区町村が届出者に連絡・確認できない場合に、ひとり親世帯臨時特別給付金が支給されないことに同意します。

□

【誓約・同意事項】（チェック欄（□）に『✓』を入れてください。）

綾部市長様

（　フ　リ　ガ　ナ　）
生 年 月 日

証　　書　　番　　号

ア　指定の金融機関口座（原則、１．の届出者の口座とします。）への振込みを希望□

氏　　　　　名

＊記名押印に代えて署名することができます。

電話　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　　　

㊞

性別

市区町村

受付印
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年 月 日

※

※

申請時点において、児童扶養手当の支給要件に該当する児童について記載してください。

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

※

※ 18歳到達後最初の３月31日が令和３年３月31日以降である児童又は申請時点において障害の状態にある20歳未満の者が対象です。

※

同居する配偶者又は生計を同じくする扶養義務者等がいる場合は記入してください。

※

※ 給付金の対象児童の人数を記入してください。対象児童の人数は「２．監護等児童」に記入された児童の人数になります。

※

現　　　住　　　所

受けることができない □ 受けることができない

＊記名押印に代えて署名することができます。

公 的 年 金 受 給 状 況
基礎年金番号
年金コード

児童の父又は母の死亡による遺族補償の受給状況

受けることができる（種類：　　　　　　　　　　　　　　） □ 受けることができる（種類：　　　　　　　　　　　　　　）
支給停止　　　　　  （種類：　　　　　　　　　　　　　　） □ 支給停止　　　　　  （種類：　　　　　　　　　　　　　　）

□

□

円

（次ページも必ずご確認ください。）

申請額・請求額は、対象児童数が１人の場合は50,000円、対象児童数が２人以上の場合は２人目以降の対象児童１人につき30,000円を加算した額と
なります。（例）対象児童数３人の場合　：　50,000円　＋　（30,000円　×　２人）　＝　110,000円

扶養義務者 有　・　無

扶養義務者とは、申請者と生計を同じくしている（又は申請者が養育者である場合には申請者の生計を維持している）申請者の父母、祖父母、子、孫
等
の直系血族をいいます。

４．申請額・請求額

対象児童数 人 申請額・請求額

配偶者 有　・　無

扶養義務者 有　・　無

３．配偶者及び扶養義務者

配偶者/扶養義務者 氏　　　　　名 公的年金
受給の有無

5

「監護等」とは、児童扶養手当の受給資格者が母の場合には監護すること、父の場合には監護し、かつ生計を同じくすること、養育者の場合には養育
することをいいます。

「障害」とは、児童扶養手当法施行令第１条第１項に定める障害の状態をいいます。申請時点において、障害の状態にある者で、18歳到達後最初の３
月31日を経過し、かつ20歳未満である者については、障害の状態を確認するため、特別児童扶養手当証書等を添付してください。

4

3

様式第３号（その２）（第７条関係）
家計急変者用

裏面の【誓約・同意事項】に誓約・同意の上、申請します。

１．申請・請求者 記入日 令和　　年　　　月　　　日

（　フ　リ　ガ　ナ　）

ひとり親世帯臨時特別給付金　申請書（請求書）　【基本給付】

支給市区町村

氏　　　　　名

㊞
電話　　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　　　

性別 生 年 月 日

綾部市長様

□

「公的年金」とは、「遺族年金（遺族基礎年金、遺族厚生年金及び遺族共済年金を含む。）」、「老齢年金（老齢基礎年金、老齢厚生年金及び退職共済
年金を含む。）」、「障害年金（障害基礎年金、障害厚生年金及び障害共済年金を含む。）」、「母子年金」、「恩給」等をいいます。

「受けることができる」とは、現に受けているとき、申請中であるとき又は申請すれば受けることができる状態にあるときをいいます。

２．監護等児童

Ｎｏ．
（　フ　リ　ガ　ナ　）

続柄 性別
障害の
有無

生 年 月 日
同居・
別居の
別

住所（別居の場合のみ記入）
氏　　　　　名

2

1

市区町村

受付印
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※

※ 「遺棄」とは、父または母が児童と同居しないで監護義務をまったく放棄している場合をいいます。

※振込先金融機関口座確認書類を添付してください（下欄を確認してください）。

【受取口座記入欄】

※ゆうちょ銀行を選択された場合は、「振込用の店名・預金種目・口座番号（7桁）」（通帳見開き下部に記載）をご記入ください。
※長期間入出金のない口座を記入しないで下さい。

※

【誓約・同意事項】（各項目のチェック欄（□）に『✓』を入れてください。）

□ ひとり親世帯臨時特別給付金（以下「給付金」という。）の支給要件に該当します。

□ 給付金の支給要件の該当性等を審査等するため、都道府県等が必要な住民基本台帳情報、税情報や公的年金情報
等の公簿等の確認を行うことや必要な資料の提供を他の行政機関等に求める・提供することに同意します。

金融機関コード 支店コード

□ イ　窓口での現金支給を希望

1普通
2当座

金融機関の口座がない方、金融機関から著しく離れた場所に住んでいる方など、どうしても口座による受け取りが出来ない方
のみが対象となります。本人確認資料を添付してください。

□ 給付金の支給後、本申請書の記載事項について虚偽であることが判明した場合や給付金の支給要件に該当しないこ
とが判明した場合には、給付金を返還します。

□ 既に他の都道府県等で給付金を受給していた場合には、給付金を返還します。

□ 公簿等で確認できない場合は、関係書類の提出を行います。

□ この申請書は、都道府県等において支給決定をした後は、給付金の請求書として取り扱います。

□
都道府県等が支給決定をした後、申請書（請求書）の不備による振込不能等の事由により支払が完了せず、かつ、令
和３年２月28日までに、都道府県等が申請・請求者に連絡・確認できない場合に、給付金が支給されないことに同意し
ます。

金　融　機　関　名 支 店 名 分類 口 座 番 号
（右詰めでお書きください。）

口　座　名　義（フリガナのみ）
※「申請・請求者」名義に限る。

　　 ※通帳の表記に合わせてください。1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁連

本・支店
本・支所
出張所

□ 父または母が引き続き１年以上拘禁されている児童

□ 母が婚姻によらないで懐胎した児童

６．受取方法（希望する受取方法のチェック欄（□）に『✓』を入れて、必要事項を記入してください。）

□ ア　指定の金融機関口座（原則、１．の申請・請求者の口座とします。）への振込みを希望

□ 父または母の生死が明らかでない児童

□ 父または母が引き続き１年以上遺棄している児童

□ 父または母がＤＶ被害に関する保護命令を受けた児童

「障害」とは、児童扶養手当法施行令第１条第２項に定める障害の状態をいいます。「父または母が障害の状態にある児童」を支給要件として申請され
る場合は、障害の状態を確認するため、障害年金に係る年金証書等を添付してください。

□ 父母が婚姻（事実婚）を解消した児童

□ 父または母が死亡した児童

□ 父または母が障害の状態にある児童

５．児童扶養手当の支給要件（申請時点において児童扶養手当の支給要件に該当しているかについて確認するため、
　　　以下のいずれかに該当する児童を監護等しているかについて、該当する項目のチェック欄（□）に『✓』を入れてください。）
　　　※既に、児童扶養手当の受給資格について都道府県等の認定を受けている場合は不要です。

支給要件

□ 父母が婚姻（法律婚）を解消した児童
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『ひとり親世帯臨時特別給付金　申請書（請求書）　【基本給付】』（本書）

※必要事項をご記入ください。

『申請者・請求者本人確認書類の写し（コピー）』

※

『受取口座を確認できる書類の写し（コピー）』（※「６．受取方法」で「ア」を選択した場合に限る。）

※

『児童扶養手当の支給要件を確認できる書類』

※

『簡易な収入（所得）見込額の申立書』（別紙様式第４号）

※

通帳やキャッシュカードの写し（コピー）など、受取口座の金融機関名・口座番号・口座名義人を確認できる部分の写し
（コ

提出書類

申請者・請求者の運転免許証、健康保険証、マイナンバーカード（表面）、年金手帳、介護保険証、パスポート等の写し
（コピー）をご用意ください。

申立てを行う収入（所得）に係る給与明細書、年金振込通知書等の収入額が分かる書類を添付してください。

戸籍謄本又は抄本をご用意ください（既に、児童扶養手当の受給資格について都道府県等の認定を受けている場合は
不
要です。）。（「２．監護等児童」及び「５．児童扶養手当の支給要件」において、障害の状態を確認する必要がある場合
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控
除
対
象
一
覧
表

項
番

控
除

名
控
除
で
き
る
場
合

控
除

額

①

生
活

災
害

、
盗

難
、

横
領

に
あ

っ
た

方
へ
（
生
活
を
同
じ
く
す
る
親
族
で
も
可
）

支
払
額

（
見
込
含
む
）

雑
損
控
除

令
和
２
年
中
に
申
立
書
に
記
載
の
あ
る
方
ま
た
は
そ
の
方
と
生
活
を
同
じ
く
す
る
親
族
の
方
の
住
宅
や
家
財
な
ど
が
災
害
、
盗
難
又
は
横
領
に
よ
り

損
失
し
た
場
合
、
そ
の
取
り
壊
し
費
用
や
除
去
費
用
、
原
状
回
復
費
用
な
ど
が
あ
れ
ば
控
除
で
き
ま
す
。
（
保
険
金
で
補
填
さ
れ
る
金
額
は
対
象
外

で
す
。
）

②

医
療

に
か

か
っ

て
い

る
方

へ
（
生
活
を

同
じ
く
す

る
親
族
で

も
可
）

支
払
額

（
見
込
含
む
）

医
療
費
控
除

令
和
２
年
中
に
申
立
書
に
記
載
の
あ
る
方
ま
た
は
そ
の
方
と
生
活
を
同
じ
く
す
る
親
族
の
方
が
医
療
費
を
支
払
っ
た
場
合
に
、
そ
の
医
療
費
に
つ
い

て
控
除
で
き
ま
す
。
（
保
険
金
で
補
填
さ
れ
る
金
額
は
対
象
外
で
す
。
）

③

小
規

模
企

業
経

営
者

、
個

人
事

業
主

で
一
定

の
掛

金
を

払
っ

て
い

る
方

や
i
D
e
C
o
に

加
入

の
方

へ
支
払
額

（
見
込
含
む
）

小
規
模
企

業
共
済
等

掛
金
控
除

令
和
２
年
中
に
申
立
書
に
記
載
の
あ
る
方
が
、
小
規
模
企
業
の
経
営
者
な
ど
の
た
め
の
退
職
金
制
度
で
あ
る
小
規
模
共
済
掛
金
、
企
業
型
確
定
拠
出

年
金
で
の
加
入
者
掛
金
、
個
人
型
確
定
拠
出
年
金
（
i
D
e
Co
）
な
ど
の
掛
金
を
支
払
っ
た
場
合
に
、
そ
の
掛
金
に
つ
い
て
控
除
で
き
ま
す
。

④

障
害

を
お

持
ち

の
方

や
障

害
を

お
持

ち
の
方

と
一

緒
に

生
活

を
し

て
い

る
方

へ

2
7
万
円

障
害
者
控
除

申
請
時
点
に
お
い
て
、
申
立
書
に
記
載
の
あ
る
方
ま
た
は
そ
の
方
と
生
活
を
同
じ
く
す
る
配
偶
者
や
養
っ
て
い
る
親
族
が
、
精
神
障
害
者
保
健
福
祉

手
帳
の
交
付
を
受
け
て
い
る
、
身
体
障
害
者
手
帳
に
身
体
上
の
障
害
が
あ
る
者
と
し
て
記
載
さ
れ
て
い
る
な
ど
の
一
定
の
障
害
が
あ
る
場
合
に
控
除

で
き
ま
す
。

⑤

重
い

障
害

を
お

持
ち

の
方

や
重

い
障

害
を
お

持
ち

の
方

と
一

緒
に

生
活

を
し

て
い

る
方

へ

4
0
万
円

特
別
障
害

者
控
除

④
の
う
ち
、
一
定
の
障
害

の
あ
る
方

が
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手

帳
に
障
害

等
級
１
級
と
記
載
さ
れ
て
い

る
、
身
体

障
害
者
手
帳
に
障
害
の
程
度

が
１
級
ま
た
は
２
級
と
記
載
さ
れ
て
い
る
な
ど
、
一
定
の
障
害
の
程
度
で
あ
る
場
合
は
④
の
2
7
万
円
で
は
な

く
、
4
0
万

円
の
控
除

と
な
り
ま

す
。

⑥
ひ

と
り

親
の

方
へ
（

児
童
の
父

又
は
母

以
外
）

2
7
万
円

寡
婦
・
寡

夫
控
除

申
請
時
点
に
お
い
て
、
申
立
書
に
記
載
の
あ
る
方
（
父
、
母
を
除
く
）
の
う
ち
、
寡
婦
ま
た
は
寡
夫
で
あ
る
場
合
に
控
除
で
き
ま
す
。

⑦
養

育
者

、
配

偶
者

又
は

扶
養

義
務

者
の

う
ち

、
ひ

と
り

親
の

お
母

さ
ん

へ
3
5
万
円

特
別
寡

婦
控
除

⑥
の
う
ち
、
養
っ
て
い
る

子
ど
も
が

い
る
寡
婦
の
方
に
つ
い
て
、

⑥
の
2
7
万

円
で
は
な

く
、
3
5
万

円
の
控

除
と
な
り

ま
す
。

⑧
働

き
な

が
ら

学
校

に
通

っ
て

い
る

方
へ

2
7
万
円

勤
労
学

生
控
除

申
請
時
点
に
お
い
て
、
申
立
書
に
記
載
の
あ
る
方
が
、
働
き
な
が
ら
学
校
に
通
っ
て
い
る
場
合
に
控
除
で
き
ま
す
。

⑨

農
業

を
営

み
、

肉
用

牛
を

特
定

の
市

場
で
売

却
し

て
い

る
方

へ
支
払
額

（
見
込
含
む
）

肉
用
牛
の
売

却
に
よ
る

事
業
所
得

令
和
２
年
中
に
申
立
書
に
記
載
の
あ
る
方
が
農
業
を
営
ん
で
お
り
、
肉
用
牛
の
う
ち
一
定
の
も
の
を
特
定
の
市
場
で
売
却
し
た
場
合
に
控
除
で
き
ま

す
。

※
　
上
記
の
「

控
除
名
」
の
他
に
も

、
純
損
失
の
繰
越

控
除
（
個
人
事
業
主

で
青
色
申
告
を
行

っ
て
い
る
方
）
、
雑

損
失
の
繰
越
控
除

（
昨
年
以
前
に
雑
損

控
除
を
行
っ
て
い

た
方
）
な
ど
が
で
き

る
場
合
が
あ
り
ま

す
。

控
除

で
き
る

も
の

（
別
添
）
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年 月 日

＊記名押印に代えて署名することができます。

（注３） この申請書は、都道府県等において支給決定をした後は、給付金の請求書として取り扱います。

ひとり親世帯臨時特別給付金　申請書（請求書）　【追加給付】

支給市区町村

令和　　年　　　月　　　日

（　フ　リ　ガ　ナ　）
性別 生 年 月 日 現　　　住　　　所

氏　　　　　名

電話　　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　　　

様式第８号（第９条関係）

記入日

【誓約・同意事項】に誓約・同意の上、申請します。

綾部市長様

【注意事項】

（注１） 本給付は新型コロナウイルス感染症に起因して、令和２年２月以降、勤務先が休業した、学校休業のため子どもの世話をすることが必
要となり働く時間が減少したなどの影響があった場合に申請ができます。

当該申請内容を確認するため、都道府県等が必要な住民基本台帳情報等の公簿等の確認を行うことや必要な資料の
提供を他の行政機関等に求める・提供することに同意します。なお、公簿等で確認を行うこととした際に、公簿等で確
認
できない場合は、関係書類の提出を行います。

（注２） 上記の申請内容及び申立て内容を確認できる書類について、この申請書を提出する際の提示（又は提出）は必要ありません。ただし、
申請日から５年間は、申請内容に疑義が生じた等の場合に、給与明細書の控えなど、収入が減少したことを示す書類の提示又は提出
を求めることがありますので、求められた場合に当該書類を提示（又は提出）できるようにしておいて下さい。

申　　　立　　　て
（下記チェック欄（□）に『 』を入れてください。）

新型コロナウイルス感染症の影響により、収入が大きく減少しました。

□
給付金の給付後、本申請書の記載事項について虚偽であることが判明した場合や支給要件に該当しないことが判明
し
た場合には、給付金を返還します。

【誓約・同意事項】（各項目のチェック欄（□）に『 』を入れてください。）

□
本給付はひとり親世帯臨時特別給付金（以下「給付金」という。）（基本給付）の支給要件を満たし、過去に同じ給付（給
付金（追加給付））を受けたことがない者に限り、支給するものです。

□

本給付は給付金（基本給付）の支給口座に支給いたします。なお、転居等に伴い給付金（基本給付）の支給を行った
都
道府県等とは異なる都道府県等において給付金（追加給付）の支給を行う場合は、別途支給方法について確認の上、
支給します。

□
都道府県等が支給決定をした後、申請書（請求書）の不備による振込不能等の事由により支払が完了せず、かつ、令
和３年２月28日までに、都道府県等が申請・請求者に連絡・確認できない場合に、給付金が支給されないことに同意し
ます。

□

市区町村

受付印
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綾部市告示第１３７号

 下水道法（昭和３３年法律第７９号）第９条の規定に基づき、供用を開始する区域等を

次のように告示する。

 なお、図面は、綾部市上下水道部下水道課において一般の供覧に供する。

  令和２年 ８月 １日

                          綾部市長  山 崎 善 也

１ 供用を開始すべき年月日          令和２年 ８月 １日

２ 下水を排除すべき区域           田野町の一部

３ 供用を開始しようとする排水施設の位置   田野町の一部

４ 供用を開始しようとする排水施設の合流式又は分流式の別  分流式

５ 下水の処理を開始すべき年月日       令和２年 ８月 １日

６ 下水を処理すべき区域           田野町の一部

７ 下水の処理を開始しようとする終末処理場の位置及び名称

（１）位置  高津町横枕８番地

（２）名称  綾部浄化センター
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綾部市訓令甲第１１号

 庁 中 一 般 

綾部市職員のハラスメントの防止等に関する規程の一部を改正する訓令を次のように定

める。

  令和２年７月２２日

綾部市長 山 崎 善 也 

綾部市職員のハラスメントの防止等に関する規程の一部を改正する訓令

 綾部市職員のハラスメントの防止等に関する規程（平成１２年綾部市訓令甲第１２号）

の一部を次のように改正する。

 第３条第２項を第３項とし、同条第１項中「常に」を削り、「参考とし、ハラスメント

をしないように注意し」を「十分認識して行動するよう努め」に改め、同項を同条第２項

とし、同条に第１項として次の１項を加える。

 職員は、ハラスメントを生じさせる言動をしてはならない。

 第４条第１項後段を削り、同条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項を加える。

２ 所属長は、当該自身の属する職員が、他の所属に属する職員（以下「他所属の職員」

という。）からハラスメントを生じさせる言動を受けたとされる場合には、他所属の職

員に係る所属長に対し、他所属の職員に対する調査を行うよう要請するとともに、必要

に応じて他所属の職員に対する指導等の対応を行うよう求めなければならない。この場

合において、当該調査又は対応を行うよう求められた所属長は、これに応じて必要と認

める協力を行わなければならない。

３ 所属長は、ハラスメントに対する苦情の申出、当該苦情等に係る調査への協力、その

他ハラスメントに対する職員の対応に起因して当該職員が職場において不利益を受け

ることがないよう配慮しなければならない。

   附 則

 この訓令は、令和２年７月２２日から施行する。
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綾部市公告第６２号

道路整備事業の市道下池田線改良工事と下水道整備事業の公共下水道舗装復旧（２－

２）工事に係る入札参加資格について、次のとおりお知らせしますので、入札参加希望

者は申請してください。なお、この工事の入札は電子入札による条件付一般競争入札と

します。 

令和２年７月１３日

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 工事概要

（１）工事番号   第５０２ ３７号

（２）工 事 名   市道下池田線改良工事 

          公共下水道舗装復旧（２－２）工事 

（３）工事場所   綾部市上野町（別添位置図参照）

（４）工事概要   （下池田線） 

Ｌ＝１１４．４ｍ  Ｗ＝３．５～４．３ｍ 

            側溝工 Ｌ＝１１４ｍ 

  アスファルト舗装工 Ａ＝３９㎡ 

（舗装復旧（２－２）） 

Ｌ＝１８７ｍ Ｗ＝２．０～６．３ｍ 

 アスファルト舗装工 Ａ＝６０２㎡ 

（５）予定工期   令和２年 ８月１３日から

          令和２年１２月２０日まで（１３０日間）

２ 入札参加資格

  この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加資格確認申請

に基づき、本市が資格認定したものとします。

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。

（２）令和２年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿で土木工事のＢ等級で

登録されており、令和２年４月１日以降継続して綾部市内に本店を有する単体業

者で、申請日時点において綾部市の指名停止及び市が締結する契約等からの除外

措置を受けていないこと。

（３）土木工事に係る綾部市発注工事で、平成３１年１月１日から令和元年１２月３

１日の間において、完了工事の成績評点が６０点に満たない評定を受けていない

こと。

（４）申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある現場代理人、主任技術者が配置で

きること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この一般競争入札参加

資格確認申請書の提出日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。
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３ 提出書類

（１）一般競争入札参加資格確認申請書

   電子入札システムから一般競争入札参加資格確認申請書を提出すること。ただ

し、紙入札希望業者は「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「一

般競争入札参加資格確認申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提

出すること。

（２）配置予定者名簿

   電子入札システムで、一般競争入札参加資格確認申請書の添付資料に「配置予

定者名簿」（別記様式―３）を添付して提出すること。添付するファイルの形式

及び容量については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。

  ただし、紙入札希望業者は（１）の承諾願及び申請書とともに「配置予定者名簿」

を監理課へ持参により提出すること。

４ 設計図書の閲覧及び入札参加資格確認申請書の受付

（１）設計図書の閲覧

   ①期間  令和２年７月１３日（月）午前９時から

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。

（https://gprime-ebid.jp/26000/CALS/PPI_P） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者

は事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監

理課契約・指導検査担当（本庁東３階）とし、代金は９５０円です。

 （２）入札参加資格確認申請書の受付

   ①期間  令和２年７月１６日（木）午前９時から午後６時まで

        令和２年７月１７日（金）午前９時から正午まで

        ただし、紙入札希望業者の提出で７月１６日については午前９時から

正午までと午後１時から午後５時までとします。

②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。

５ 入札参加資格確認通知について

（１）一般競争入札参加資格確認通知書については、令和２年７月下旬に電子入札シ

ステムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。

（２）資格なしの通知を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面によ

りその理由について説明を求めることができます。

６ 設計図書等に係る質疑の受付及び回答

①期間  令和２年７月２７日（月）から

     令和２年７月２８日（火）正午まで

②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の

提出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによること
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としますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時

から午後５時（最終日は正午）までとします。

③対象  入札参加資格者の「質疑書」のみ受け付けます。

④回答  令和２年７月３０日（木）午後５時までに京都府入札情報公開システ

ムに掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにフ

ァックスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行

いません。

７ 入札期間及び開札の日時

 （１）入札期間

   ①日時  令和２年８月４日（火）午前９時から午後６時まで 

        令和２年８月５日（水）午前９時から午後２時まで 

        ただし、紙入札者の提出は８月４日の午前９時から正午までと午後１

時から午後５時までと、８月５日の午前９時から正午までと午後１時

から午後２時までとします。

   ②方法  電子入札システムからの提出とします。

        （https://gprime-ebid.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容

量については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によ

ること。

        ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項

によること。

 （２）開札の日時

        令和２年８月６日（木）午前９時３０分

８ 入札保証金

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。

９ 落札者の決定方法

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって入札した者を落札者とします。

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。

10 入札の無効

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとし

ます。

   また、他の工事の受注等により、「配置予定者名簿」の配置ができないと認めら
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れる場合は、本件の入札を無効とします。

11 郵送による入札の可否

   郵送による入札は認めません。

12 その他

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札参加資格確認通知までは受け

付けません。

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。

（３）入札参加資格確認後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システ

ムへの入札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。

（４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。

（５）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取

扱うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。

（６）本案件は、道路改良工事と舗装復旧工事を合併して発注するものですが、契約

については、２件に分けて契約するものとします。

13 問い合わせ先

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当

   郵便番号  ６２３－８５０１

   所 在 地  京都府綾部市若竹町８－１

         綾部市役所本庁東３階

  電話番号  ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号  ０７７３－４２－４４０６（代表）

   E - m a i l  kanri@city.ayabe.lg.jp 
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様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                        

２ 工 事 名                        

３ 場  所                        

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上

記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２

一般競争入札参加資格確認申請書

令和  年  月  日

 綾部市長 山 崎 善 也  様

住 所                

氏 名               

電 話 番 号                

ＦＡＸ番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る条件付一般競争入札に参加したいので、

参加資格確認申請書を提出します。

記

   工 事 番 号   

   工 事 名   

   工 事 場 所   
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様式－３

配 置 予 定 者 名 簿

工 事 番 号：

工 事 名：

商号及び名称：

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 

１ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

２ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

３ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

４ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

５ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 
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【記載上の注意事項】

１）配置予定者 共通 

  １ 申請段階で配置可能な方を上段に記載してください。組み合わせの制限はありません

ので、それぞれに配置可能な方の氏名のみ記載してください。

  ２ 下段には、手持工事の有無について記載し、手持ち工事がある場合は、全ての工事に

ついて工事名、請負金額、役職名、完了予定日を記載してください。（ただし、当該工事

と工期が重複する工事の現場代理人や専任を要する技術者の場合は、配置予定者が変更

可能な場合及び下記に示す現場代理人、主任技術者それぞれの兼務条件を満たす方のみ

とします。）

  ３ 申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある方で、「建設工事入札参加資格審査申請

書」に添付された現場代理人名簿又は技術者名簿から選定してください。（ただし、新

たに採用された技術者を配置する場合は、この申請までに入札参加資格記載事項変更

届を監理課へ提出してください。）

２）主任技術者 

 １ 土木工事にかかる技術資格を有した方を記載してください。

 ２ 請負金額が３，５００万円未満の場合は、他の工事の非専任の主任技術者を兼務して

配置することができますが、請負金額が３，５００万円以上となる場合は専任の主任技

術者となるため、特別な場合を除き、営業所専任の技術者や他の工事の主任技術者を兼

務して配置することはできません。（ただし、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事

現場の相互の間隔が１０㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場

合（以下「近接関連工事」）は、同一の専任の主任技術者が兼務することができます。）

３ 非専任の主任技術者が現場代理人を兼務する場合は、兼務する工事の当初請負額の合

計が３，５００万円未満とします。（ただし、増額等により専任義務工事となった場合

は上記２と同様の取り扱いとします。）

４ 請負金額にかかわらず入札公告等で専任を条件としている場合は兼務できません。

３）現場代理人 

 １ 本工事期間中、工事現場に常駐できる方を記載してください。（ただし、工事請負契約

書第１０条第３項に規定する「現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の

行使に支障がない場合」と発注者が認める期間は除きます。）

２ 他の工事との兼務は出来ません。（ただし、以下に示す場合は複数の工事を兼務するこ

とができます。）

  （１）３）の１に規定する期間。

  （２）一件の入札で複数の契約をする場合。

  （３）現場代理人が兼務する場合の共通条件として、以下の全てを満たす工事としま

す。（ただし、公告等で専任を条件としている場合は除く。）
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     ・兼務する工事が２件までであること。（ただし、災害復旧工事を含む場合は、既

発注分も含め３件までとする。）

     ・兼務する工事が、綾部市又は国、地方公共団体等の発注する工事であること。

（ただし、綾部市と異なる発注機関の工事が含まれる場合は、他の発注機関が

現場代理人の兼務を了承していること。）

     ・兼務する綾部市の工事現場に現場代理人又は連絡員が駐在すること。

     ・兼務するいずれかの現場に現場代理人が駐在すること。

     ・連絡員及び連絡体制は、工事打合簿で明確にすること。また、連絡員は、元請

業者の社員の他一次下請業者の社員でも可能としますが、ガードマンや一次以

外の下請業者の社員等は連絡員にはなれません。

   （４）兼務する工事が技術者非専任の場合は、上記（３）に示す共通条件の他、次の

全てを満たす工事とします。

     ・兼務する工事が、綾部市内であること。

・兼務する工事の当初請負金額の合計が３，５００万円未満であること。

   （５）兼務するいずれかの工事が主任技術者専任の場合は、上記（３）に示す共通条

件の他、近接関連工事であること。
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綾部市公告第６３号

大規模改修事業（小学校）、綾部小学校管理棟便所（東）改修工事（建築本体工事）

に係る入札参加資格について、次のとおりお知らせしますので、入札参加希望者は申請

してください。なお、この工事の入札は電子入札による条件付一般競争入札とします。 

令和２年７月１３日

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 工事概要

（１）工事番号   第５０２ ３８号

（２）工 事 名   綾部小学校管理棟便所（東）改修工事（建築本体工事） 

（３）工事場所   綾部市上野町（別添位置図参照）

（４）工事概要   管理棟便所（東）改修

           地階改修面積 ２２．６８㎡

           １～３階改修面積 各２４．５４㎡

上記に伴う建築工事、機械設備改修工事 一式

（５）予定工期   令和２年 ８月１３日から

          令和２年１１月１０日まで（９０日間）

２ 入札参加資格

  この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加資格確認申請

に基づき、本市が資格認定したものとします。

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。

（２）令和２年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿で建築工事のＢ等級で

登録されており、令和２年４月１日以降継続して綾部市内に本店を有する単体業

者で、申請日時点において綾部市の指名停止及び市が締結する契約等からの除外

措置を受けていないこと。

（３）建築工事に係る綾部市発注工事で、平成３１年１月１日から令和元年１２月３

１日の間において、完了工事の成績評点が６０点に満たない評定を受けていない

こと。

（４）申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある現場代理人、主任技術者が配置で

きること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この一般競争入札参加

資格確認申請書の提出日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。

３ 提出書類

（１）一般競争入札参加資格確認申請書

   電子入札システムから一般競争入札参加資格確認申請書を提出すること。ただ

し、紙入札希望業者は「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「一
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般競争入札参加資格確認申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提

出すること。

（２）配置予定者名簿

   電子入札システムで、一般競争入札参加資格確認申請書の添付資料に「配置予

定者名簿」（別記様式―３）を添付して提出すること。添付するファイルの形式

及び容量については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。

  ただし、紙入札希望業者は（１）の承諾願及び申請書とともに「配置予定者名簿」

を監理課へ持参により提出すること。

４ 設計図書の閲覧及び入札参加資格確認申請書の受付

（１）設計図書の閲覧

   ①期間  令和２年７月１３日（月）午前９時から

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。

（https://gprime-ebid.jp/26000/CALS/PPI_P） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者

は事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監

理課契約・指導検査担当（本庁東３階）とし、代金は４６０円です。

 （２）入札参加資格確認申請書の受付

   ①期間  令和２年７月１６日（木）午前９時から午後６時まで

        令和２年７月１７日（金）午前９時から正午まで

        ただし、紙入札希望業者の提出で７月１６日については午前９時から

正午までと午後１時から午後５時までとします。

②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。

５ 入札参加資格確認通知について

（１）一般競争入札参加資格確認通知書については、令和２年７月下旬に電子入札シ

ステムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。

（２）資格なしの通知を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面によ

りその理由について説明を求めることができます。

６ 設計図書等に係る質疑の受付及び回答

①期間  令和２年７月２７日（月）から

     令和２年７月２８日（火）正午まで

②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の

提出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによること

としますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時

から午後５時（最終日は正午）までとします。

③対象  入札参加資格者の「質疑書」のみ受け付けます。

④回答  令和２年７月３０日（木）午後５時までに京都府入札情報公開システ
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ムに掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにフ

ァックスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行

いません。

７ 入札期間及び開札の日時

 （１）入札期間

   ①日時  令和２年８月４日（火）午前９時から午後６時まで 

        令和２年８月５日（水）午前９時から午後２時まで 

        ただし、紙入札者の提出は８月４日の午前９時から正午までと午後１

時から午後５時までと、８月５日の午前９時から正午までと午後１時

から午後２時までとします。

   ②方法  電子入札システムからの提出とします。

        （https://gprime-ebid.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容

量については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によ

ること。

        ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項

によること。

 （２）開札の日時

        令和２年８月６日（木）午前９時４５分

８ 入札保証金

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。

９ 落札者の決定方法

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって入札した者を落札者とします。

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。

10 入札の無効

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとし

ます。

   また、他の工事の受注等により、「配置予定者名簿」の配置ができないと認めら

れる場合は、本件の入札を無効とします。

11 郵送による入札の可否

   郵送による入札は認めません。
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12 その他

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札参加資格確認通知までは受け

付けません。

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。

（３）入札参加資格確認後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システ

ムへの入札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。

（４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。

（５）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取

扱うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。

13 問い合わせ先

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当

   郵便番号  ６２３－８５０１

   所 在 地  京都府綾部市若竹町８－１

         綾部市役所本庁東３階

  電話番号  ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号  ０７７３－４２－４４０６（代表）

   E - m a i l  kanri@city.ayabe.lg.jp 
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様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                        

２ 工 事 名                        

３ 場  所                        

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上

記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２

一般競争入札参加資格確認申請書

令和  年  月  日

 綾部市長 山 崎 善 也  様

住 所                

氏 名               

電 話 番 号                

ＦＡＸ番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る条件付一般競争入札に参加したいので、

参加資格確認申請書を提出します。

記

   工 事 番 号   

   工 事 名   

   工 事 場 所   
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様式－３

配 置 予 定 者 名 簿

工 事 番 号：

工 事 名：

商号及び名称：

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 

１ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

２ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

３ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

４ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

５ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 
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【記載上の注意事項】

１）配置予定者 共通 

  １ 申請段階で配置可能な方を上段に記載してください。組み合わせの制限はありません

ので、それぞれに配置可能な方の氏名のみ記載してください。

  ２ 下段には、手持工事の有無について記載し、手持ち工事がある場合は、全ての工事に

ついて工事名、請負金額、役職名、完了予定日を記載してください。（ただし、当該工事

と工期が重複する工事の現場代理人や専任を要する技術者の場合は、配置予定者が変更

可能な場合及び下記に示す現場代理人、主任技術者それぞれの兼務条件を満たす方のみ

とします。）

  ３ 申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある方で、「建設工事入札参加資格審査申請

書」に添付された現場代理人名簿又は技術者名簿から選定してください。（ただし、新

たに採用された技術者を配置する場合は、この申請までに入札参加資格記載事項変更

届を監理課へ提出してください。）

２）主任技術者 

 １ 建築工事にかかる技術資格を有した方を記載してください。

 ２ 請負金額が７，０００万円未満の場合は、他の工事の非専任の主任技術者を兼務して

配置することができますが、請負金額が７，０００万円以上となる場合は専任の主任技

術者となるため、特別な場合を除き、営業所専任の技術者や他の工事の主任技術者を兼

務して配置することはできません。（ただし、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事

現場の相互の間隔が１０㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場

合（以下「近接関連工事」）は、同一の専任の主任技術者が兼務することができます。）

３ 非専任の主任技術者が現場代理人を兼務する場合は、兼務する工事の当初請負額の合

計が７，０００万円未満とします。（ただし、増額等により専任義務工事となった場合

は上記２と同様の取り扱いとします。）

４ 請負金額にかかわらず入札公告等で専任を条件としている場合は兼務できません。

３）現場代理人 

 １ 本工事期間中、工事現場に常駐できる方を記載してください。（ただし、工事請負契約

書第１０条第３項に規定する「現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の

行使に支障がない場合」と発注者が認める期間は除きます。）

２ 他の工事との兼務は出来ません。（ただし、以下に示す場合は複数の工事を兼務するこ

とができます。）

  （１）３）の１に規定する期間。

  （２）一件の入札で複数の契約をする場合。

  （３）現場代理人が兼務する場合の共通条件として、以下の全てを満たす工事としま

す。（ただし、公告等で専任を条件としている場合は除く。）
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     ・兼務する工事が２件までであること。（ただし、災害復旧工事を含む場合は、既

発注分も含め３件までとする。）

     ・兼務する工事が、綾部市又は国、地方公共団体等の発注する工事であること。

（ただし、綾部市と異なる発注機関の工事が含まれる場合は、他の発注機関が

現場代理人の兼務を了承していること。）

     ・兼務する綾部市の工事現場に現場代理人又は連絡員が駐在すること。

     ・兼務するいずれかの現場に現場代理人が駐在すること。

     ・連絡員及び連絡体制は、工事打合簿で明確にすること。また、連絡員は、元請

業者の社員の他一次下請業者の社員でも可能としますが、ガードマンや一次以

外の下請業者の社員等は連絡員にはなれません。

   （４）兼務する工事が技術者非専任の場合は、上記（３）に示す共通条件の他、次の

全てを満たす工事とします。

     ・兼務する工事が、綾部市内であること。

・兼務する工事の当初請負金額の合計が７，０００万円未満であること。

   （５）兼務するいずれかの工事が主任技術者専任の場合は、上記（３）に示す共通条

件の他、近接関連工事であること。
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綾部市公告第６４号

Ｉ・Ｔビル大規模改修事業、Ｉ・Ｔビル屋上防水等改修工事に係る入札参加資格につ

いて、次のとおりお知らせしますので、入札参加希望者は申請してください。なお、こ

の工事の入札は電子入札による条件付一般競争入札とします。 

令和２年７月１３日

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 工事概要

（１）工事番号   第５０２ ４０号

（２）工 事 名   Ｉ・Ｔビル屋上防水等改修工事 

（３）工事場所   綾部市西町一丁目（別添位置図参照）

（４）工事概要   屋上防水改修 ８０９．３㎡

          ５階会議室・事務室改修 １０２．０㎡

（５）予定工期   令和２年 ８月１３日から

          令和２年１１月１０日まで（９０日間）

２ 入札参加資格

  この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加資格確認申請

に基づき、本市が資格認定したものとします。

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。

（２）令和２年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿で防水工事のＡ等級、

Ｂ等級、Ｃ等級のいずれかで登録されており、令和２年４月１日以降継続して綾

部市内に本店を有する単体業者で、申請日時点において綾部市の指名停止及び市

が締結する契約等からの除外措置を受けていないこと。

（３）防水工事に係る綾部市発注工事で、平成３１年１月１日から令和元年１２月３

１日の間において、完了工事の成績評点が６０点に満たない評定を受けていない

こと。

（４）申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある現場代理人、主任技術者が配置で

きること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この一般競争入札参加

資格確認申請書の提出日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。

３ 提出書類

（１）一般競争入札参加資格確認申請書

   電子入札システムから一般競争入札参加資格確認申請書を提出すること。ただ

し、紙入札希望業者は「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「一

般競争入札参加資格確認申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提

出すること。
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（２）配置予定者名簿

   電子入札システムで、一般競争入札参加資格確認申請書の添付資料に「配置予

定者名簿」（別記様式―３）を添付して提出すること。添付するファイルの形式

及び容量については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。

  ただし、紙入札希望業者は（１）の承諾願及び申請書とともに「配置予定者名簿」

を監理課へ持参により提出すること。

４ 設計図書の閲覧及び入札参加資格確認申請書の受付

（１）設計図書の閲覧

   ①期間  令和２年７月１３日（月）午前９時から

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。

（https://gprime-ebid.jp/26000/CALS/PPI_P） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者

は事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監

理課契約・指導検査担当（本庁東３階）とし、代金は２８０円です。

 （２）入札参加資格確認申請書の受付

   ①期間  令和２年７月１６日（木）午前９時から午後６時まで

        令和２年７月１７日（金）午前９時から正午まで

        ただし、紙入札希望業者の提出で７月１６日については午前９時から

正午までと午後１時から午後５時までとします。

②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。

５ 入札参加資格確認通知について

（１）一般競争入札参加資格確認通知書については、令和２年７月下旬に電子入札シ

ステムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。

（２）資格なしの通知を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面によ

りその理由について説明を求めることができます。

６ 設計図書等に係る質疑の受付及び回答

①期間  令和２年７月２７日（月）から

     令和２年７月２８日（火）正午まで

②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の

提出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによること

としますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時

から午後５時（最終日は正午）までとします。

③対象  入札参加資格者の「質疑書」のみ受け付けます。

④回答  令和２年７月３０日（木）午後５時までに京都府入札情報公開システ

ムに掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにフ

ァックスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行
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いません。

７ 入札期間及び開札の日時

 （１）入札期間

   ①日時  令和２年８月４日（火）午前９時から午後６時まで 

        令和２年８月５日（水）午前９時から午後２時まで 

        ただし、紙入札者の提出は８月４日の午前９時から正午までと午後１

時から午後５時までと、８月５日の午前９時から正午までと午後１時

から午後２時までとします。

   ②方法  電子入札システムからの提出とします。

        （https://gprime-ebid.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容

量については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によ

ること。

        ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項

によること。

 （２）開札の日時

        令和２年８月６日（木）午前１０時００分

８ 入札保証金

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。

９ 落札者の決定方法

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって入札した者を落札者とします。

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。

10 入札の無効

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとし

ます。

   また、他の工事の受注等により、「配置予定者名簿」の配置ができないと認めら

れる場合は、本件の入札を無効とします。

11 郵送による入札の可否

   郵送による入札は認めません。
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12 その他

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札参加資格確認通知までは受け

付けません。

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。

（３）入札参加資格確認後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システ

ムへの入札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。

（４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。

（５）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取

扱うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。

13 問い合わせ先

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当

   郵便番号  ６２３－８５０１

   所 在 地  京都府綾部市若竹町８－１

         綾部市役所本庁東３階

  電話番号  ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号  ０７７３－４２－４４０６（代表）

   E - m a i l  kanri@city.ayabe.lg.jp
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様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                        

２ 工 事 名                        

３ 場  所                        

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上

記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２

一般競争入札参加資格確認申請書

令和  年  月  日

 綾部市長 山 崎 善 也  様

住 所                

氏 名               

電 話 番 号                

ＦＡＸ番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る条件付一般競争入札に参加したいので、

参加資格確認申請書を提出します。

記

   工 事 番 号   

   工 事 名   

   工 事 場 所   
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様式－３

配 置 予 定 者 名 簿

工 事 番 号：

工 事 名：

商号及び名称：

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 

１ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

２ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

３ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

４ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

５ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 
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【記載上の注意事項】

１）配置予定者 共通 

  １ 申請段階で配置可能な方を上段に記載してください。組み合わせの制限はありません

ので、それぞれに配置可能な方の氏名のみ記載してください。

  ２ 下段には、手持工事の有無について記載し、手持ち工事がある場合は、全ての工事に

ついて工事名、請負金額、役職名、完了予定日を記載してください。（ただし、当該工事

と工期が重複する工事の現場代理人や専任を要する技術者の場合は、配置予定者が変更

可能な場合及び下記に示す現場代理人、主任技術者それぞれの兼務条件を満たす方のみ

とします。）

  ３ 申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある方で、「建設工事入札参加資格審査申請

書」に添付された現場代理人名簿又は技術者名簿から選定してください。（ただし、新

たに採用された技術者を配置する場合は、この申請までに入札参加資格記載事項変更

届を監理課へ提出してください。）

２）主任技術者 

 １ 防水工事にかかる技術資格を有した方を記載してください。

 ２ 請負金額が３，５００万円未満の場合は、他の工事の非専任の主任技術者を兼務して

配置することができますが、請負金額が３，５００万円以上となる場合は専任の主任技

術者となるため、特別な場合を除き、営業所専任の技術者や他の工事の主任技術者を兼

務して配置することはできません。（ただし、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事

現場の相互の間隔が１０㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場

合（以下「近接関連工事」）は、同一の専任の主任技術者が兼務することができます。）

３ 非専任の主任技術者が現場代理人を兼務する場合は、兼務する工事の当初請負額の合

計が３，５００万円未満とします。（ただし、増額等により専任義務工事となった場合

は上記２と同様の取り扱いとします。）

４ 請負金額にかかわらず入札公告等で専任を条件としている場合は兼務できません。

３）現場代理人 

 １ 本工事期間中、工事現場に常駐できる方を記載してください。（ただし、工事請負契約

書第１０条第３項に規定する「現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の

行使に支障がない場合」と発注者が認める期間は除きます。）

２ 他の工事との兼務は出来ません。（ただし、以下に示す場合は複数の工事を兼務するこ

とができます。）

  （１）３）の１に規定する期間。

  （２）一件の入札で複数の契約をする場合。

  （３）現場代理人が兼務する場合の共通条件として、以下の全てを満たす工事としま

す。（ただし、公告等で専任を条件としている場合は除く。）
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     ・兼務する工事が２件までであること。（ただし、災害復旧工事を含む場合は、既

発注分も含め３件までとする。）

     ・兼務する工事が、綾部市又は国、地方公共団体等の発注する工事であること。

（ただし、綾部市と異なる発注機関の工事が含まれる場合は、他の発注機関が

現場代理人の兼務を了承していること。）

     ・兼務する綾部市の工事現場に現場代理人又は連絡員が駐在すること。

     ・兼務するいずれかの現場に現場代理人が駐在すること。

     ・連絡員及び連絡体制は、工事打合簿で明確にすること。また、連絡員は、元請

業者の社員の他一次下請業者の社員でも可能としますが、ガードマンや一次以

外の下請業者の社員等は連絡員にはなれません。

   （４）兼務する工事が技術者非専任の場合は、上記（３）に示す共通条件の他、次の

全てを満たす工事とします。

     ・兼務する工事が、綾部市内であること。

・兼務する工事の当初請負金額の合計が３，５００万円未満であること。

   （５）兼務するいずれかの工事が主任技術者専任の場合は、上記（３）に示す共通条

件の他、近接関連工事であること。
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綾部市公告第６５号

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、綾部市市民環境部市民・国保課にお

いて保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。

 ここに、地方税法第２０条の２の規定により公告する。

  令和２年７月１３日

                           綾部市長 山 崎 善 也

  （以下掲示済）
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綾部市公告第６６号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和２年７月１３日

                           綾部市長 山 崎 善 也

 （以下掲示済） 
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綾部市公告第６７号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和２年７月１３日

                           綾部市長 山 崎 善 也

 （以下掲示済） 
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綾部市公告第６８号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和２年７月１３日

                           綾部市長 山 崎 善 也

 （以下掲示済） 
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綾部市公告第６９号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和２年７月１３日

                           綾部市長 山 崎 善 也

 （以下掲示済） 
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綾部市公告第７０号

 動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定により、所有者の判明しない動

物の収容について通知を受けたので、次のとおり公告する。

  令和２年７月１７日

                       綾部市長 山 崎 善 也

１  捕獲日時  令和２年７月１４日 １０：３０分頃

２  捕獲場所  綾部市寺町農屋敷地内

３  動 物 種      犬

４  種  類  ビーグル

５  体  格  中

６  毛  色  黒、白、茶

７  性  別  雄

８  そ の 他  首輪なし

９  犬の鑑札  なし

１０ 注射済票  なし

（注意）公告期間満了の日の翌日（令和２年７月２０日）までに引取りのないときは、

処分されます。

（連絡先）京都府中丹東保健所環境衛生室

     電話番号０７７３－７５－１１５６
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綾部市公告第７１号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和２年７月２２日

                           綾部市長 山 崎 善 也

（以下掲示済） 
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綾部市公告第７２号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和２年７月２８日

                           綾部市長 山 崎 善 也

 （以下掲示済） 
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綾部市公告第７３号 

 綾部農業振興地域整備計画を変更するので、農業振興地域の整備に関する法律（昭

和４４年法律第５８号）第１３条第４項で準用する同法第１１条第１項の規定により

公告し、当該農業振興地域整備計画の変更案に当該農業振興地域整備計画を変更しよ

うとする理由を記載した書面を添えて、次により縦覧に供する。 

 綾部市の住民は、令和２年８月２６日までに、縦覧に供された農業振興地域整備計

画の変更案について、綾部市に意見書を提出することができる。 

 また、当該農業振興地域整備計画の変更案のうち農用地利用計画の変更案に係る農

用地区域内にある土地の所有者その他その土地に関し権利を有する者は、当該農用地

利用計画の変更案に対して異議があるときは、令和２年８月２６日の翌日から起算し

て１５日以内に綾部市にこれを申し出ることができる。 

 令和２年７月２８日 

綾部市長 山 崎 善 也 

１ 縦覧期間 

自  令和２年 ７月２８日 

至  令和２年 ８月２６日 

２ 縦覧場所 

   綾部市役所 農林商工部農林課 

３ 意見書の提出先、提出方法、提出に当たっての注意事項 

   提出先    綾部市役所 農林商工部農林課 

   提出方法   書面によるものとする。 

   注意事項   （１）個人の場合にあっては住所、氏名、職業を、法人の場合

にあっては、法人名、代表者名、事務所の所在地を記載す

る。 

（２）意見書の内容を公表する場合もある。ただし、特定の個

人が識別しうる場合は、公表の際に当該箇所を伏せる場合

がある。 

（３）意見書に対する個別の回答は行わず、市整備計画を公告

する際に意見の要旨及びその処理結果を併せて公告する。 

４ 異議の申出先、申出方法、申出に当たっての注意事項 

   申出先    綾部市役所 農林商工部農林課 

   申出方法   書面によるものとする。 

   注意事項   異議の申出は、次の事項を記載した書面に異議申出人が押印し
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て行うこと。 

（１）異議申出人の氏名及び年齢又は名称及び住所 

（２）異議申出人に係る農用地利用計画の案に係る農用地区域

内の土地について有する所有権その他の権利の種類及びそ

の土地の所在並びにその土地について異議申出人以外の者

が有する所有権、その他の権利の種類及びその者の氏名又

は名称及び住所 

（３）異議申出に係る農用地利用計画の案の縦覧があったこと

を知った年月日 

（４）異議申出の趣旨及び理由 

（５）市の異議申出ができる旨の教示の有無及びその内容 

（６）異議申出の年月日 
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綾部市公告第７４号 

市道味方平線整備事業、市道味方平線改良工事に係る入札参加資格について、次のと

おりお知らせしますので、入札参加希望者は申請してください。なお、この工事の入札は

電子入札による公募型指名競争入札とします。 

令和２年７月２９日 

綾部市長 山 崎 善 也   

１ 工事概要 

 （１）工事番号  第５０２ ４２号 

（２）工 事 名  市道味方平線改良工事 

 （３）工事場所  綾部市味方町（別添位置図参照） 

 （４）工事内容  本工事は、市道味方平線整備事業に伴い、市道整備を行うものです。

工事区間は生活道路となっており、通行規制を伴うため、歩行者・

車両等の通行確保、安全対策、環境対策には万全の配慮が必要です。 

 （５）工事概要  Ｌ＝３８ｍ Ｗ＝４．０ｍ 

           法枠工 ＲＴフレーム工法 Ｌ＝２０４ｍ 

            重力式擁壁工 Ｖ＝４３７ 

            アスファルト舗装工 Ａ＝４３㎡ 

 （６）予定工期  令和２年９月 １日から 

          令和３年３月２９日まで（２１０日間） 

２ 入札参加資格 

この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加申請に基づき、

本市が資格認定した者とします。 

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ないものでないこと。 

（２）令和２年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿に土木工事のＡ１等級

又はＡ等級で登録されており、令和２年４月１日以降継続して綾部市内に本店を

有する単体業者であること。また、申請日時点において綾部市の指名停止又は市

が締結する契約等からの除外措置を受けていないこと。

（３）建設業法第１５条の規定による特定建設業の許可を土木工事について受けてい

るものであること。 

（４）令和２年度の指名競争入札参加資格審査結果通知書で、土木工事の総合評点が

８００点以上であること。 

（５）土木工事に係る綾部市発注工事で、平成３１年１月１日から令和元年１２月３

１日の間において、完了工事の成績評点が６５点に満たない評定を受けていない

こと。
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（６）請負金額３，５００万円以上（合併発注や特命随契との合計額でも可）の土木

工事の施工実績を有していること。ただし、この施工実績は公共工事で申請者の

元請実績とし、民間工事や下請実績は認めません。また、この施工実績はコリン

ズ又は請負契約書などで確認できること。 

（７）土木工事に係る技術者を、主任技術者又は監理技術者として工事現場に専任で

配置し得ること。 

（８）配置予定とする現場代理人の技術資格・工事経験については問わないが、現場

代理人、主任技術者又は監理技術者は、申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係に

ある者であること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この公募型指

名競争入札参加申請書の申請日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。 

（９）各営業所における専任の技術者は、本工事の主任技術者又は監理技術者にはな

れません。 

３ 提出書類 

 （１）公募型指名競争入札参加申請書 

   ・電子入札システムから公募型指名競争入札参加申請書を提出すること。ただし、

紙入札希望業者は、「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「公募

型指名競争入札参加申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提出す

ること。 

 （２）技術資料及び資格者証等の写し 

   ・電子入札システムで、公募型指名競争入札参加申請書の添付資料に技術資料及

び資格者証の写しを添付して提出すること。添付するファイルの形式及び容量

については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。 

紙入札希望業者は、（１）の承諾願及び申請書とともに「技術資料」（別記様式―

３）及び資格者証の写しを監理課へ持参により提出すること。 

   ・「同種工事又は類似工事の施工実績」には、２（６）に該当する工事を記載し、

資料としてコリンズ又は請負契約書の写し及び工事内容の確認できる資料を添

付すること。（コリンズを添付する場合は請負契約書等の写しは不要としま

す。） 

   ・「当該工事に配置予定の現場代理人、主任技術者又は監理技術者の資格」には、

それぞれ配置予定者について記載することとし、主任技術者又は監理技術者の

法令による免許欄には、２（７）に該当する技術資格を記載し、資料として技

術者証の写しを添付すること。 

   ・２（８）を確認する資料として、所属建設業者と直接的な雇用の確認ができる

書類を添付すること。 

４ 設計図書の閲覧及び入札参加申請書の受付 

 （１）設計図書の閲覧 

   ①期間  令和２年７月２９日（水）午前９時から 
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   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。 

（https://gprime-ebid.jp/26000/CALS/PPI_P） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者は

事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監理課

契約・指導検査担当（本庁東３階）とし、代金は１，０８０円です。 

（２）入札参加申請書の受付 

  ①期間  令和２年８月３日（月）午前９時から午後６時まで 

       令和２年８月４日（火）午前９時から正午まで 

       ただし、紙入札希望業者の提出で８月３日については午前９時から正

午までと午後１時から午後５時までとします。 

  ②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。 

５ 入札参加者への通知 

 （１）入札通知書及び非指名通知書については、令和２年８月上旬に電子入札システ

ムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。 

 （２）非指名通知書を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面により

非指名理由についての説明を求めることができます。 

６ 設計図書等に関する質疑の受付及び回答 

   ①期間  令和２年８月１１日（火）から 

        令和２年８月１２日（水）正午まで 

   ②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の提

出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによることとし

ますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時から午

後５時（最終日は正午）までとします。 

   ③対象  指名業者の「質疑書」のみ受け付けます。 

   ④回答  令和２年８月１７日（月）午後５時までに京都府入札情報公開システム

に掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにファッ

クスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行いませ

ん。 

７ 入札期間及び開札の日時 

 （１）入札期間 

   ①期間  令和２年８月２１日（金）午前９時から午後６時まで 

        令和２年８月２４日（月）午前９時から午後２時まで 

       ただし、紙入札者の提出は８月２１日の午前９時から正午までと午後

１時から午後５時までと、８月２４日の午前９時から正午までと午後１

時から午後２時までとします。 
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  ②方法  電子入札システムからの提出とします。 

        （https://gprime-ebid.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容量

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によるこ

と。 

ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法に

ついては、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項によ

ること。 

 （２）開札の日時 

        令和２年８月２５日（火）午前９時３０分 

８ 入札保証金 

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。 

９ 落札者の決定方法 

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって入札した者を落札者とします。 

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。 

10 入札の無効 

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとしま

す。 

11 郵送による入札の可否 

   郵送による入札は認めません。 

12 その他 

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札通知までは受け付けません。 

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。 

 （３）入札通知後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システムへの入

札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。 

 （４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。 

 （５）配置予定の現場代理人、主任技術者又は監理技術者が、他の工事の受注等によ

り配置できないと認められる場合は、本件の入札を無効とします。 

　公　告　

84



 （６）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取扱

うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。 

13 問い合わせ先 

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当 

   郵便番号 ６２３－８５０１ 

   所 在 地 京都府綾部市若竹町８－１ 

        綾部市役所本庁東３階 

  電話番号 ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号 ０７７３－４２－４４０６（代表） 

  Ｅ‐mail kanri@city.ayabe.lg.jp 
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様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                         

２ 工 事 名                         

３ 場  所                         

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上

記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２ 

公募型指名競争入札参加申請書 

令和  年  月  日 

 綾部市長 山 崎 善 也  様 

住 所                

商号又は名称                

代 表 者 氏 名              

電 話 番 号                

Ｆ Ａ Ｘ 番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る公募型指名競争入札に参加を希望したく、

添付書類を添えて提出します。 

 なお、本申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓

約します。 

記

   工事番号   

   工 事 名  

   工事場所   

   添付書類  技術資料（添付資料及び資格者証等を含む） 
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様式－３ 

技 術 資 料 

住 所                

名 称                
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１ 同種工事又は類似工事の施工実績 

工

事

名

称

等

工事名称  

発注機関名 

施工場所  

契約金額  

工 期  年 月～   年 月    年 月～   年 月

受注形態等 単体／ＪＶ（出資比率  ％） 単体／ＪＶ（出資比率  ％）

工 事 概 要 等 

技術的特記事項 
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２ 当該工事に配置予定の現場代理人、主任技術者又は監理技術者の資格 

区   分 現 場 代 理 人 主任技術者又は監理技術者

従 事 予 定 者 名   

所 属 会 社 名   

生年月日（年齢）   

最 終 学 歴    

法令による免許  

（取得年月日）  

（ 登 録 番 号 ） 

現
在
の
受
持
工
事

工 事 名 

施工場所  

工 期    年 月～   年 月    年 月～   年 月 

従事役職  

重複する  

場 合 の 

対応措置  

区   分 現 場 代 理 人 主任技術者又は監理技術者

従 事 予 定 者 名   

所 属 会 社 名   

生年月日（年齢）   

最 終 学 歴    

法令による免許  

（取得年月日）  

（ 登 録 番 号 ） 

現
在
の
受
持
工
事

工 事 名 

施工場所  

工 期    年 月～   年 月    年 月～   年 月 

従事役職  

重複する  

場 合 の 

対応措置  
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綾部市公告第７５号

水量水質安定的対策事業の新第一浄水場場外管路舗装復旧工事と下水道整備事業の

公共下水道舗装復旧（２－５）工事に係る入札参加資格について、次のとおりお知らせ

しますので、入札参加希望者は申請してください。なお、この工事の入札は電子入札に

よる条件付一般競争入札とします。

令和２年７月２９日

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 工事概要

（１）工事番号   第５０２ ４４号

（２）工 事 名   新第一浄水場場外管路舗装復旧工事 

          公共下水道舗装復旧（２－５）工事 

（３）工事場所   綾部市寺町外（別添位置図参照）

（４）工事概要   （場外管路舗装復旧）

Ｌ＝４５９ｍ  Ｗ＝３．４～６．９ｍ

切削オーバーレイ工 Ａ＝２，１６７㎡

区画線工 Ｌ＝９１８ｍ

（舗装復旧（２－５））

Ｌ＝２０ｍ  Ｗ＝６．５～９．１ｍ

切削オーバーレイ工 Ａ＝２０１㎡

区画線工 Ｌ＝３０ｍ

（５）予定工期   令和２年９月１日から

          令和３年２月７日まで（１６０日間）

２ 入札参加資格

  この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加資格確認申請

に基づき、本市が資格認定したものとします。

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。

（２）令和２年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿で舗装工事のＡ等級又

はＢ等級で登録されており、令和２年４月１日以降継続して綾部市内に本店を有

する単体業者で、申請日時点において綾部市の指名停止及び市が締結する契約等

からの除外措置を受けていないこと。

（３）舗装工事に係る綾部市発注工事で、平成３１年１月１日から令和元年１２月３

１日の間において、完了工事の成績評点が６０点に満たない評定を受けていない

こと。

（４）申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある現場代理人、主任技術者が配置で
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きること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この一般競争入札参加

資格確認申請書の提出日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。

３ 提出書類

（１）一般競争入札参加資格確認申請書

   電子入札システムから一般競争入札参加資格確認申請書を提出すること。ただ

し、紙入札希望業者は「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「一

般競争入札参加資格確認申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提

出すること。

（２）配置予定者名簿

   電子入札システムで、一般競争入札参加資格確認申請書の添付資料に「配置予

定者名簿」（別記様式―３）を添付して提出すること。添付するファイルの形式

及び容量については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。

  ただし、紙入札希望業者は（１）の承諾願及び申請書とともに「配置予定者名簿」

を監理課へ持参により提出すること。

４ 設計図書の閲覧及び入札参加資格確認申請書の受付

（１）設計図書の閲覧

   ①期間  令和２年７月２９日（水）午前９時から

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。

（https://gprime-ebid.jp/26000/CALS/PPI_P） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者

は事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監

理課契約・指導検査担当（本庁東３階）とし、代金は６３０円です。

 （２）入札参加資格確認申請書の受付

   ①期間  令和２年８月３日（月）午前９時から午後６時まで

        令和２年８月４日（火）午前９時から正午まで

        ただし、紙入札希望業者の提出で８月３日については午前９時から正

午までと午後１時から午後５時までとします。

②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。

５ 入札参加資格確認通知について

（１）一般競争入札参加資格確認通知書については、令和２年８月上旬に電子入札シ

ステムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。

（２）資格なしの通知を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面によ

りその理由について説明を求めることができます。

　公　告　

93



６ 設計図書等に係る質疑の受付及び回答

①期間  令和２年８月１１日（火）から

     令和２年８月１２日（水）正午まで

②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の

提出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによること

としますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時

から午後５時（最終日は正午）までとします。

③対象  入札参加資格者の「質疑書」のみ受け付けます。

④回答  令和２年８月１７日（月）午後５時までに京都府入札情報公開システ

ムに掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにフ

ァックスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行

いません。

７ 入札期間及び開札の日時

 （１）入札期間

   ①日時  令和２年８月２１日（金）午前９時から午後６時まで 

        令和２年８月２４日（月）午前９時から午後２時まで 

        ただし、紙入札者の提出は８月２１日の午前９時から正午までと午後

１時から午後５時までと、８月２４日の午前９時から正午までと午後

１時から午後２時までとします。

   ②方法  電子入札システムからの提出とします。

        （https://gprime-ebid.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容

量については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によ

ること。

        ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項

によること。

 （２）開札の日時

        令和２年８月２５日（火）午前９時４５分

８ 入札保証金

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。

９ 落札者の決定方法

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって入札した者を落札者とします。

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し
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た者は失格とします。

10 入札の無効

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとし

ます。

   また、他の工事の受注等により、「配置予定者名簿」の配置ができないと認めら

れる場合は、本件の入札を無効とします。

11 郵送による入札の可否

   郵送による入札は認めません。

12 その他

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札参加資格確認通知までは受け

付けません。

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。

（３）入札参加資格確認後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システ

ムへの入札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。

（４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。

（５）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取

扱うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。

（６）本案件は、場外管路舗装復旧工事と公共下水道舗装復旧工事を合併して発注す

るものですが、契約については、２件に分けて契約するものとします。

13 問い合わせ先

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当

   郵便番号  ６２３－８５０１

   所 在 地  京都府綾部市若竹町８－１

         綾部市役所本庁東３階

  電話番号  ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号  ０７７３－４２－４４０６（代表）

   E - m a i l  kanri@city.ayabe.lg.jp 
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様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                        

２ 工 事 名                        

３ 場  所                        

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上

記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２

一般競争入札参加資格確認申請書

令和  年  月  日

 綾部市長 山 崎 善 也  様

住 所                

氏 名               

電 話 番 号                

ＦＡＸ番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る条件付一般競争入札に参加したいので、

参加資格確認申請書を提出します。

記

   工 事 番 号   

   工 事 名   

   工 事 場 所   
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様式－３

配 置 予 定 者 名 簿

工 事 番 号：

工 事 名：

商号及び名称：

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 

１ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

２ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

３ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

４ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

５ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 
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【記載上の注意事項】

１）配置予定者 共通 

  １ 申請段階で配置可能な方を上段に記載してください。組み合わせの制限はありません

ので、それぞれに配置可能な方の氏名のみ記載してください。

  ２ 下段には、手持工事の有無について記載し、手持ち工事がある場合は、全ての工事に

ついて工事名、請負金額、役職名、完了予定日を記載してください。（ただし、当該工事

と工期が重複する工事の現場代理人や専任を要する技術者の場合は、配置予定者が変更

可能な場合及び下記に示す現場代理人、主任技術者それぞれの兼務条件を満たす方のみ

とします。）

  ３ 申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある方で、「建設工事入札参加資格審査申請

書」に添付された現場代理人名簿又は技術者名簿から選定してください。（ただし、新

たに採用された技術者を配置する場合は、この申請までに入札参加資格記載事項変更

届を監理課へ提出してください。）

２）主任技術者 

 １ 舗装工事にかかる技術資格を有した方を記載してください。

 ２ 請負金額が３，５００万円未満の場合は、他の工事の非専任の主任技術者を兼務して

配置することができますが、請負金額が３，５００万円以上となる場合は専任の主任技

術者となるため、特別な場合を除き、営業所専任の技術者や他の工事の主任技術者を兼

務して配置することはできません。（ただし、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事

現場の相互の間隔が１０㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場

合（以下「近接関連工事」）は、同一の専任の主任技術者が兼務することができます。）

３ 非専任の主任技術者が現場代理人を兼務する場合は、兼務する工事の当初請負額の合

計が３，５００万円未満とします。（ただし、増額等により専任義務工事となった場合

は上記２と同様の取り扱いとします。）

４ 請負金額にかかわらず入札公告等で専任を条件としている場合は兼務できません。

３）現場代理人 

 １ 本工事期間中、工事現場に常駐できる方を記載してください。（ただし、工事請負契約

書第１０条第３項に規定する「現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の

行使に支障がない場合」と発注者が認める期間は除きます。）

２ 他の工事との兼務は出来ません。（ただし、以下に示す場合は複数の工事を兼務するこ

とができます。）

  （１）３）の１に規定する期間。

  （２）一件の入札で複数の契約をする場合。

  （３）現場代理人が兼務する場合の共通条件として、以下の全てを満たす工事としま

す。（ただし、公告等で専任を条件としている場合は除く。）
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     ・兼務する工事が２件までであること。（ただし、災害復旧工事を含む場合は、既

発注分も含め３件までとする。）

     ・兼務する工事が、綾部市又は国、地方公共団体等の発注する工事であること。

（ただし、綾部市と異なる発注機関の工事が含まれる場合は、他の発注機関が

現場代理人の兼務を了承していること。）

     ・兼務する綾部市の工事現場に現場代理人又は連絡員が駐在すること。

     ・兼務するいずれかの現場に現場代理人が駐在すること。

     ・連絡員及び連絡体制は、工事打合簿で明確にすること。また、連絡員は、元請

業者の社員の他一次下請業者の社員でも可能としますが、ガードマンや一次以

外の下請業者の社員等は連絡員にはなれません。

   （４）兼務する工事が技術者非専任の場合は、上記（３）に示す共通条件の他、次の

全てを満たす工事とします。

     ・兼務する工事が、綾部市内であること。

・兼務する工事の当初請負金額の合計が３，５００万円未満であること。

   （５）兼務するいずれかの工事が主任技術者専任の場合は、上記（３）に示す共通条

件の他、近接関連工事であること。
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新第一浄水場場外管路舗装復旧工事 位置図
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公共下水道舗装復旧（２－５）工事 位置図
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綾部市公告第７６号

水量水質安定的対策事業、高津町配水管布設替工事に係る入札参加資格について、次

のとおりお知らせしますので、入札参加希望者は申請してください。なお、この工事の

入札は電子入札による条件付一般競争入札とします。 

令和２年７月２９日

綾部市長 山 崎 善 也  

１ 工事概要

（１）工事番号   第５０２ ４５号

（２）工 事 名   高津町配水管布設替工事 

（３）工事場所   綾部市高津町（別添位置図参照）

（４）工事概要   配水管布設工

           ＨＩＶＰ（ＲＲロング）φ１００ Ｌ＝３３１ｍ

          配水管布設工

           ＨＩＶＰ（ＲＲロング）φ７５ Ｌ＝４ｍ

          消火栓設置工 Ｎ＝１基

          給水戸数 Ｎ＝２９戸

仮設配水管工 一式

（５）予定工期   令和２年９月１日から

          令和３年２月７日まで（１６０日間）

２ 入札参加資格

  この工事の入札参加資格は、次の要件を全て満たす業者で入札参加資格確認申請

に基づき、本市が資格認定したものとします。

（１）契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者でないこと。

（２）令和２年度綾部市建設工事指名競争入札参加資格者名簿で水道施設工事のＡ

等級又はＢ等級で登録されており、令和２年４月１日以降継続して綾部市内に

本店を有する単体業者で、申請日時点において綾部市の指名停止及び市が締結

する契約等からの除外措置を受けていないこと。

（３）綾部市水道配管講習会終了者を、常時２名以上雇用しているものであること。

（４）水道施設工事に係る綾部市発注工事で、平成３１年１月１日から令和元年１

２月３１日の間において、完了工事の成績評点が６０点に満たない評定を受け

ていないこと。

（５）申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある現場代理人、主任技術者が配置

できること。なお、ここでいう「恒常的な雇用関係」とは、この一般競争入札

参加資格確認申請書の提出日以前に３箇月以上の雇用関係があることをいう。
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３ 提出書類

（１）一般競争入札参加資格確認申請書

   電子入札システムから一般競争入札参加資格確認申請書を提出すること。ただ

し、紙入札希望業者は「紙入札方式参加承諾願」（別記様式―１）とともに「一

般競争入札参加資格確認申請書」（別記様式―２）２部を監理課へ持参により提

出すること。

（２）配置予定者名簿

   電子入札システムで、一般競争入札参加資格確認申請書の添付資料に「配置予

定者名簿」（別記様式―３）を添付して提出すること。添付するファイルの形式

及び容量については「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第７条によること。

  ただし、紙入札希望業者は（１）の承諾願及び申請書とともに「配置予定者名簿」

を監理課へ持参により提出すること。

４ 設計図書の閲覧及び入札参加資格確認申請書の受付

（１）設計図書の閲覧

   ①期間  令和２年７月２９日（水）午前９時から

   ②方法  京都府入札情報公開システムからのダウンロードを基本とします。

（https://gprime-ebid.jp/26000/CALS/PPI_P） 

ただし、これによりがたい場合は有償での配布としますので、希望者

は事前に監理課まで連絡をお願いします。配布場所は綾部市建設部監

理課契約・指導検査担当（本庁東３階）とし、代金は１，６５０円で

す。

 （２）入札参加資格確認申請書の受付

   ①期間  令和２年８月３日（月）午前９時から午後６時まで

        令和２年８月４日（火）午前９時から正午まで

        ただし、紙入札希望業者の提出で８月３日については午前９時から正

午までと午後１時から午後５時までとします。

②方法  電子入札システムからの提出とします。ただし、紙入札希望業者は、

監理課への持参による提出とします。

５ 入札参加資格確認通知について

（１）一般競争入札参加資格確認通知書については、令和２年８月上旬に電子入札シ

ステムで通知します。ただし、紙入札希望業者には郵送で通知します。

（２）資格なしの通知を受けた者は、通知した日から起算して５日以内に、書面によ

りその理由について説明を求めることができます。

６ 設計図書等に係る質疑の受付及び回答

①期間  令和２年８月１１日（火）から

     令和２年８月１２日（水）正午まで

②方法  綾部市指定の「質疑書」により提出するものとします。「質疑書」の
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提出は、監理課への持参、ファックス、メールのいずれかによること

としますが、持参の場合は開庁日の午前９時から正午までと午後１時

から午後５時（最終日は正午）までとします。

③対象  入札参加資格者の「質疑書」のみ受け付けます。

④回答  令和２年８月１７日（月）午後５時までに京都府入札情報公開システ

ムに掲載します。ただし、紙入札希望業者には同日午後５時までにフ

ァックスにて回答します。なお、質疑の無い場合は回答の掲載等は行

いません。

７ 入札期間及び開札の日時

 （１）入札期間

   ①日時  令和２年８月２１日（金）午前９時から午後６時まで 

        令和２年８月２４日（月）午前９時から午後２時まで 

        ただし、紙入札者の提出８月２１日の午前９時から正午までと午後１

時から午後５時までと、８月２４日の午前９時から正午までと午後１

時から午後２時までとします。

   ②方法  電子入札システムからの提出とします。

        （https://gprime-ebid.jp/26000/CALS/Accepter/） 

        工事内訳書を必ず添付してください。添付するファイルの形式及び容

量については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１１条によ

ること。

        ただし、紙入札者は、監理課への持参による提出とします。作成方法

については、「綾部市公共工事等電子入札運用基準」第１９条第４項

によること。

 （２）開札の日時

        令和２年８月２５日（火）午前１０時００分

８ 入札保証金

   入札保証金については、綾部市会計規則（昭和５７年綾部市規則第２号）第７７

条第１項第２号及び第３号により免除します。

９ 落札者の決定方法

   綾部市会計規則第７８条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって入札した者を落札者とします。

   ただし、この工事は最低制限価格を設けているため、最低制限価格未満で入札し

た者は失格とします。

10 入札の無効

   入札の無効については、「綾部市工事等競争入札心得」第１２条によることとし

ます。
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   また、他の工事の受注等により、「配置予定者名簿」の配置ができないと認めら

れる場合は、本件の入札を無効とします。

11 郵送による入札の可否

   郵送による入札は認めません。

12 その他

 （１）工事概要、工事内容に関する問い合わせは、入札参加資格確認通知までは受け

付けません。

 （２）入札参加者は、本公告文、設計図書、仕様書及び契約書を熟読し、綾部市公共

工事等電子入札運用基準、綾部市工事等競争入札心得を遵守してください。

（３）入札参加資格確認後、入札日までに本入札を辞退するときは、電子入札システ

ムへの入札辞退届の登録又は綾部市指定の「入札辞退届」を提出してください。

（４）入札参加資格者であっても、入札日までに入札参加資格を満たさなくなったり、

関係法令に違反するなど、明らかに契約の相手方として不適当であると認められ

た場合は、入札参加資格を取り消し文書で通知します。

（５）本案件は募集型競争入札のため、入札締切予定日時を過ぎて入札書が未到達で

あり、かつ、入札辞退の手続を行っていない場合においては、「不着」として取

扱うこととし、次回以降直近の同種案件において入札参加を認めません。

13 問い合わせ先

   綾部市建設部監理課契約・指導検査担当

   郵便番号  ６２３－８５０１

   所 在 地  京都府綾部市若竹町８－１

         綾部市役所本庁東３階

  電話番号  ０７７３－４２－４２７６（直通） 

ＦＡＸ番号  ０７７３－４２－４４０６（代表）

   E - m a i l  kanri@city.ayabe.lg.jp 
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様式－１

紙入札方式参加承諾願

１ 工事番号                        

２ 工 事 名                        

３ 場  所                        

４ 電子入札システムでの参加ができない理由

 上記の案件は、電子入札対象案件ではありますが、今回は当社においては上

記理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加を承諾いただきますようお願いいたします。

令和   年   月   日              

住  所                   

氏  名                    

 綾 部 市 長  様
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様式－２

一般競争入札参加資格確認申請書

令和  年  月  日

 綾部市長 山 崎 善 也  様

住 所                

氏 名               

電 話 番 号                

ＦＡＸ番 号                

 下記工事の建設工事請負契約に係る条件付一般競争入札に参加したいので、

参加資格確認申請書を提出します。

記

   工 事 番 号   

   工 事 名   

   工 事 場 所   
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様式－３

配 置 予 定 者 名 簿

工 事 番 号：

工 事 名：

商号及び名称：

現 場 代 理 人 主 任 技 術 者 

１ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

２ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

３ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

４ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

５ 

(氏 名) (氏 名) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 

手

持

工

事

(工 事 名) 

(請負金額) 

(役 職 名) 

(完了予定) 
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【記載上の注意事項】

１）配置予定者 共通 

  １ 申請段階で配置可能な方を上段に記載してください。組み合わせの制限はありません

ので、それぞれに配置可能な方の氏名のみ記載してください。

  ２ 下段には、手持工事の有無について記載し、手持ち工事がある場合は、全ての工事に

ついて工事名、請負金額、役職名、完了予定日を記載してください。（ただし、当該工事

と工期が重複する工事の現場代理人や専任を要する技術者の場合は、配置予定者が変更

可能な場合及び下記に示す現場代理人、主任技術者それぞれの兼務条件を満たす方のみ

とします。）

  ３ 申請者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある方で、「建設工事入札参加資格審査申請

書」に添付された現場代理人名簿又は技術者名簿から選定してください。（ただし、新

たに採用された技術者を配置する場合は、この申請までに入札参加資格記載事項変更

届を監理課へ提出してください。）

２）主任技術者 

 １ 水道施設工事にかかる技術資格を有した方を記載してください。

 ２ 請負金額が３，５００万円未満の場合は、他の工事の非専任の主任技術者を兼務して

配置することができますが、請負金額が３，５００万円以上となる場合は専任の主任技

術者となるため、特別な場合を除き、営業所専任の技術者や他の工事の主任技術者を兼

務して配置することはできません。（ただし、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事

現場の相互の間隔が１０㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場

合（以下「近接関連工事」）は、同一の専任の主任技術者が兼務することができます。）

３ 非専任の主任技術者が現場代理人を兼務する場合は、兼務する工事の当初請負額の合

計が３，５００万円未満とします。（ただし、増額等により専任義務工事となった場合

は上記２と同様の取り扱いとします。）

４ 請負金額にかかわらず入札公告等で専任を条件としている場合は兼務できません。

３）現場代理人 

 １ 本工事期間中、工事現場に常駐できる方を記載してください。（ただし、工事請負契約

書第１０条第３項に規定する「現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の

行使に支障がない場合」と発注者が認める期間は除きます。）

２ 他の工事との兼務は出来ません。（ただし、以下に示す場合は複数の工事を兼務するこ

とができます。）

  （１）３）の１に規定する期間。

  （２）一件の入札で複数の契約をする場合。

  （３）現場代理人が兼務する場合の共通条件として、以下の全てを満たす工事としま

す。（ただし、公告等で専任を条件としている場合は除く。）
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     ・兼務する工事が２件までであること。（ただし、災害復旧工事を含む場合は、既

発注分も含め３件までとする。）

     ・兼務する工事が、綾部市又は国、地方公共団体等の発注する工事であること。

（ただし、綾部市と異なる発注機関の工事が含まれる場合は、他の発注機関が

現場代理人の兼務を了承していること。）

     ・兼務する綾部市の工事現場に現場代理人又は連絡員が駐在すること。

     ・兼務するいずれかの現場に現場代理人が駐在すること。

     ・連絡員及び連絡体制は、工事打合簿で明確にすること。また、連絡員は、元請

業者の社員の他一次下請業者の社員でも可能としますが、ガードマンや一次以

外の下請業者の社員等は連絡員にはなれません。

   （４）兼務する工事が技術者非専任の場合は、上記（３）に示す共通条件の他、次の

全てを満たす工事とします。

     ・兼務する工事が、綾部市内であること。

・兼務する工事の当初請負金額の合計が３，５００万円未満であること。

   （５）兼務するいずれかの工事が主任技術者専任の場合は、上記（３）に示す共通条

件の他、近接関連工事であること。
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綾部市公告第７７号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１９条第１項の規定により、都計計画を変更

したいので、同法第１７条第１項の規定により、次のとおり公告し、当該都市計画の案を公

衆の縦覧に供する。

 なお、当該都市計画の案について、縦覧期間満了の日までに綾部市に意見を提出すること

ができる。

  令和２年７月３０日

                          綾部市長 山 崎 善 也

 １ 地区計画の種類、名称

    西町地区地区計画

 ２ 地区計画の位置及び区域

    綾部市西町一丁目の一部

    綾部市西町二丁目の一部

    綾部市本町三丁目の一部

 ３ 縦覧の場所

    綾部市役所建設部都市計画課

 ４ 縦覧期間

    令和２年７月３１日（金）から８月１３日（木）まで

    （土曜日、日曜日及び休日を除く。）
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綾部市公告第７８号

 動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定により、所有者の判明しない猫

の収容について通知を受けたので、次のとおり公告する。

  令和２年７月３１日

                       綾部市長 山 崎 善 也

１ 捕獲日時  令和２年７月２８日 午前９時頃

２ 捕獲場所  綾部市大島町沓田地内

３ 動 物 種      猫

４ 毛  色  茶、黒（縞）

５ 性  別  不明

６ 体  格  小

（注意）公告期間満了の日の翌日（令和２年８月３日）までに引取りのないときは、

処分されます。

（連絡先）京都府中丹東保健所環境衛生室

     電話番号０７７３－７５－１１５６
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綾部市公告第７９号 

 綾部市職員採用試験を次により実施します。 

  令和２年７月３１日 

綾部市長 山 崎 善 也 

１ 令和２年度綾部市職員採用試験を、別紙要項のとおり実施します。 

２ 本試験の合格者は、「令和３年度綾部市職員採用候補者名簿」に登載し、

令和３年４月１日以降必要に応じ採用します。 
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１ 試験区分、採用予定人員、受験資格及び職務内容 

試験区分
採用予定 

人  員
受験資格 職務内容

事務職員 若干名 

（１）平成４年４月２日以降に生まれた方で、最終学

歴が学校教育法による大学、短期大学、高等専門

学校又は高等学校（それぞれ同程度と認めるもの

を含む。）を卒業若しくは令和３年３月までに卒

業見込みの方 

（２）平成４年４月２日から平成１４年４月１日まで

に生まれた方で、学校教育法による高等学校卒業

程度の学力を有する方（学歴を問わない。） 

一般事務に 

従事 

土木技師 若干名 

（１）昭和５５年４月２日以降に生まれた方で、最終

学歴が学校教育法による大学、短期大学又は高等

専門学校（それぞれ同程度と認めるものを含む。）

を卒業若しくは令和３年３月までに卒業見込み

の方で、専門課程（土木）を修得した方又は修得

見込みの方 

（２）昭和５５年４月２日から平成１４年４月１日ま

でに生まれた方で、学校教育法による高等学校卒

業程度の学力を有する方（学歴は問わない。）のう

ち土木関係の設計業務、施工管理等の職務経験を

有する方 

土木関係業

務に従事 

建築技師 １名 

（１）昭和５５年４月２日以降に生まれた方で、建築士

（１級又は２級）の免許を有する方 

（２）昭和５５年４月２日から平成１４年４月１日まで

に生まれた方で、学校教育法による大学、短期大学、

高等専門学校又は高等学校（それぞれ同程度と認め

るものを含む。）において、建築の専門課程を修得

若しくは修得見込みの方 

建築関係業

務に従事 

消防職員 若干名 

（１）平成４年４月２日以降に生まれた方で、最終学歴

が学校教育法による大学、短期大学、高等専門学校

又は高等学校（それぞれ同程度と認めるものを含

む。）を卒業若しくは令和３年３月までに卒業見込

みの方 

（２）平成４年４月２日から平成１４年４月１日までに

生まれた方で、学校教育法による高等学校卒業程度

の学力を有する方（学歴は問わない。） 

消防・救急 

業務に従事 

文化財 

技師 
１名 

昭和５５年４月２日以降に生まれた方で、学芸員資格

を有する方、又は令和３年３月末日までに資格取得見込

みの方で、古文書（近世）の解読ができ、考古学及び文

化財に関する知識・経験を有し、文化財に関する事務が

行える方 

なお、資格取得見込みでこの試験に合格した方が、令

和３年３月末日までに資格が取得できなかった場合は、

採用されません 

文化財（古

文 書 の 整

理・解読作

業）関係業

務に従事 
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２ 試験の日時及び場所

※ 台風などの自然災害や、新型コロナウイルス感染症の影響等により、やむを得ず試験の日程・

開始時刻を変更することがあります。変更がある場合は、綾部市ホームページ

（http://www.city.ayabe.lg.jp/）でお知らせします。 

３ 試験の内容

試 験 内 容

第１次試験 

一般教養試験 

（全職種共通）

公務員として必要な一般知識及び教養についての筆記試

験（社会、人文に関する一般知識並びに文章理解、判断推

理、数的推理及び資料解釈に関する一般知能）択一式。 出

題数４０題。試験時間１２０分。試験問題は学歴別。 

適性検査 

（全職種共通）

職員としての適応性を正確さ、迅速さ等の作業能力の面か

らみる筆記試験。出題数１００題。試験時間１０分。 

専門試験 

（土木技師） 

（建築技師） 

専門的知識についての筆記試験。択一式。出題数３０題。 

試験時間９０分～１２０分。試験問題は学歴別。 

第２次試験 

作文試験 

（全職種共通）

文章表現力、課題に対する理解力、文章構成力等について

の試験 

面接試験 

（全職種共通）
人物評価 

体力測定 

（消防職員） 

体力診断テスト（握力、長座体前屈、反復横とび等） 

運動適正テスト（立ち幅とび、上体起こし、20ｍシャト

ルラン等） 

第３次試験 
面接試験 

（全職種共通）
人物評価 

日 時 場 所 

第１次試験 

令和２年９月２０日（日） 

午前９時３０分 

（受付開始：午前９時から） 

綾部市役所 

（綾部市若竹町） 

第２次試験 
令和２年１０月 

※詳細は、第１次試験合格者に文書で通知します。 

第３次試験 
令和２年１１月 

 ※詳細は、第２次試験合格者に文書で通知します。 
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４ 受験申込手続及び申込受付期間

申 込 書 

入手方法 

採用試験申込書は、市役所職員課にて配布しているほか、綾部市ホームペー

ジ（http://www.city.ayabe.lg.jp/）からでもダウンロード可能です。 

＊申込書は必ず両面印刷してください。 

申込方法 

採用試験申込書に必要事項を記入し、本人署名の上、最近６か月以内に撮影

した本人の写真（上半身、無帽、正面向き）を貼り、申込先へ直接持参又は郵
送してください。 
郵送で申し込まれる場合は、申込書を折りたたまずに入る封筒（角型２号）

に入れ、必ず簡易書留郵便とし、表に「採用試験申込書在中」と朱書して受付
期間内に到着するよう余裕をもって、申込先まで送付してください。申込書の

他に受験票返信用として８４円分の切手を貼り、返信先の宛名を記入した返信
形３号）を必ず同封してください。 

※インターネット（電子メール）での申込受付は行っておりません。  

※受験票が令和２年９月４日（金）までに到着しないときは、以下の申込先ま

でご連絡ください。 

申込先 

〒６２３－８５０１ 

京都府綾部市若竹町８番地の１  

綾部市 市長公室職員課 職員・人事担当 

受付期間 

令和２年８月１１日（火）～令和２年８月２７日（木） 

午前８時３０分～午後５時１５分 

ただし、土曜日・日曜日を除きます。 

郵送・持参ともに、締切日の午後５時１５分までに申込先へ到着したものに

限り受け付けます。 

※受付期間終了後は、どのような理由があっても受付できません。 

その他 
身体に障害があり、試験に際して配慮を要する場合は、あらかじめご連絡く

ださい。 

※採用試験申込みにより取得した個人情報については、採用試験の目的以外には利用しません。 

※すべての職種において地方公務員法第１６条の各号のいずれかに該当する方は受験で
きません。 
～ 地方公務員法第１６条（抄） ～ 
（１）禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがな
くなるまでの者 

（２）当該地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過
しない者 

（３）日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力
で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 
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５ 合格発表 

（１）第１次試験合格発表  令和２年１０月１２日（月）午前１０時 

合格者本人に通知するほか、合格者の受験番号のみを綾部市ホームページ内で発表します。 

○綾部市ホームページ（掲載期間：令和２年１０月１６日（金）午後５時まで） 

http://www.city.ayabe.lg.jp/ ※電話等による合否の問合わせには応じられません。 

（２）第２次試験合格発表  受験者本人に合否を通知します。 

（３）最 終 合 格 発 表  受験者本人に合否を通知します。 

６ 合格から採用まで 

（１）この試験の最終合格者は「令和３年度綾部市職員採用候補者名簿」に登載され、原則とし

て令和３年４月１日に採用されます。なお、令和３年度綾部市職員採用候補者名簿は令和４

年３月３１日まで有効です。

（２）文化財技師合格者については、資格取得見込みでこの採用試験に合格した方が、令和３年

３月末日までに資格が取得できなかった場合は、採用される資格を失います。 

（３）最終合格者は、採用予定人数に辞退者を見込んだ人数に加えて、欠員等の状況に応じて採

用される補欠合格者（採用待機者）を含みます。 

（４）最近では、最終合格者は本人の帰責による場合等を除いて全員採用されています。ただし、

補欠合格者は、欠員等の状況に応じて採用を決定するため、必ずしも採用されるとは限りま

せん。 

消防職員として採用されると、消防学校で約半年間の研修を受けます。府内の他の消防本

部の仲間とともに、寝食をともにしながら、消防士に必要な知識と教養を学び、災害現場で対

応できる気力と体力を身に付けるための訓練等を行います。 

また、消防学校卒業後は緊急時に対応するため、原則として綾部市内に居住することが必

要となります。 

～ 綾部市の求める人物像 ～ 

   綾部市では、「住んでよかった」「住みたくなる」「住み続けられる」まちづくりを

目指して、次に掲げる人材を求めています。 

（１）人権意識の高い人間性豊かな職員 

（２）市民から信頼される職員 

（３）組織を活性化し、積極的に自己啓発に取り組む職員 

（４）時代の変化に対応できる職員 

（５）困難なことにも明るく楽しむ職員 
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７ 給与、福利厚生等 

（令和２年４月１日現在） 

区  分 大学の新卒者 短期大学の新卒者 高等学校の新卒者 

初任給 

(月額) 
１８２，２００円 １６３，１００円 １５０，６００円 

※１ 給与は、職員の給与に関する条例等に基づき支給されます。 

※２ その他期末、勤勉、通勤手当等が支給されます。 

※３ 採用されるまでに条例等の改定が行われた場合は、その定めるところによります。 

※４ 既卒者については、規則で定められた基準に基づいて算出した額が初任給となります。 

※５ 採用された日から共済組合の組合員資格を取得し、医療保険や年金制度、健康管理等の

福利厚生サービスを受けることができます。

８ 試験結果の開示 

この試験結果については、綾部市個人情報保護条例第２２条第１項の規定により、口頭で開示

を請求することができます。 

なお、電話、はがき等による請求では開示できませんので、受験者本人が、本人であることを

証明する書類（受験票、運転免許証、学生証等）を持参の上、直接お越しください。 

試験 第１次試験 第２次試験 第３次試験 

開示請求 

できる方 
不合格者 

開示内容 
第１次試験の順位及び 

総合得点 

第２次試験の順位及び 

総合得点 

第３次試験の順位及び 

総合得点 

開示期間 

令和２年１０月１２日

（月）から２週間（ただ

し、土、日曜日及び祝日を

除く。） 

第２次試験合格発表の 

日（通知の日）から２週間

（ただし、土、日曜日及び

祝日を除く。） 

最終合格発表の日（通

知の日）から２週間（ただ

し、土、日曜日及び祝日を

除く。） 

開示場所等 
綾部市役所本庁舎２階（綾部市市長公室職員課） 

午前８時３０分（開示期間の初日は午前１０時）から午後５時１５分まで 
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 第１次試験会場（綾部市役所） 案内図  

＊ 試験会場は、駐車場に限りがあります。できるだけ公共交通機関をご利用くださ

い。 

【徒歩の場合】 

ＪＲ綾部駅より約１５分

【あやバスの場合】 

ＪＲ綾部駅よりあやバス 

志賀南北線「市役所前」下車 

すぐ。 

または、あやバス上林線、 

志賀南北線、東西線、 

西坂線、篠田桜が丘線、 

黒谷線、西八田線、 

紫水ヶ丘公園線 

「西町二丁目」下車 

徒歩約４分 

綾部市役所

　公　告　

122



■問い合わせ先■ 

〒６２３－８５０１ 

京都府綾部市若竹町８番地の１ 

綾部市 市長公室 職員課 職員・人事担当 

          ℡０７７３－４２－４２２８ 
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綾部市公告第８０号

 次の書類は、地方税法第２０条の２の規定に基づき公告する。

 なお、送達すべき書類は、綾部市企画総務部税務課において保管し、送達を受けるべき

者の申出があれば交付する。

  令和２年７月３１日

                           綾部市長 山 崎 善 也

 （以下掲示済）
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綾部市公告第８１号

 綾部市功労者表彰条例（平成３０年綾部市条例第１号）に基づき、令和２年８月１日に令和２年度綾部市

功労者表彰を受けた者の氏名及び表彰事由は、次のとおりです。

  令和２年８月１日

綾部市長 山 崎 善 也    

氏    名 表 彰 の 事 由

仲道俊博 平成１６年６月から平成３０年６月までの１４年の長きにわたり、京都丹の国農

業協同組合代表理事組合長を務められ、中丹地域の特産物の育成強化、農業者の経

営安定に尽力するなど、団体の発展と農業の振興・発展に貢献されました。 

また、平成２７年７月から令和元年９月まで京都府農業協同組合中央会の副会長

として、より広域な立場で京都府の農業振興に尽力された功績は誠に顕著でありま

す。 
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1

綾部市公告第８２号 

 綾部市営住宅の入居者を次のとおり公募します。 

  令和２年８月３日 

                       綾部市長 山 崎 善 也 

１ 募集内容（市営住宅入居者募集） 

  募集団地一覧に掲載した住宅に入居していただくものです。 

２ 募集団地一覧 

（１ＬＤＫは主に単身用、２ＬＤＫは世帯用） 

団地名 

（建設年） 

所 在 

地 
構 造 間 取 り 募集戸数 家賃月額（円） 

ス タ ジ オ ー ネ

神宮寺（新築） 
神宮寺町 軽量鉄骨造 １ＬＤＫ ５戸 １３，８００～ 

ルナコート綾部 

（Ｈ２８年） 
味方町 軽量鉄骨造 ２ＬＤＫ 1戸 ２０，９００～ 

ＧＲ－Ⅵ大島町 

（Ｈ２８年）
大島町 軽量鉄骨造 ２ＬＤＫ １戸 ２０，５００～ 

※今回の募集団地は、民間の借上型市営住宅です。以下の要件を含みます。 

 ①入居期間は最長２０年間となります。（新築以外は残年数。ルナコート綾部、

ＧＲ－Ⅵ大島町は残り１６年） 

 ②家賃の他に、共益費として毎月６,０００円（予定）が必要です。 

③駐車場を希望される場合、別途契約が必要です。【１台につき毎月スタジオー

ネ神宮寺は３，０００円（税別）の予定、ルナコート綾部は３，０００円（税

別）、ＧＲ－Ⅵ大島町は５,０００円（税別）】 

・公共料金（電気・ガス・水道等）は自己負担となります。 

・ペット等の飼育はできません。 

・家賃月額は、入居者の収入や住宅の規模、経過年数、立地条件などに応じて、

毎年度算定します。 

３ 申込用紙配布期間 

  令和２年８月３日（月）から８月３１日（月）まで ※土･日・祝日を除く 

４ 申込受付期間 

  令和２年８月２１日（金）から８月３１日（月）まで ※土･日曜日を除く 

  午前９時～正午、午後１時～午後５時まで（２７日（木）は午後７時まで） 
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５ 申込受付及び問い合わせ先 

  綾部市建設部建築課住宅・空家等対策担当 ４２－３２８０（内線３３３） 

                      ４２－４２８４（直通電話） 

６ 申込資格 

次の条件すべてに該当する方でなければ、申込資格はありません。 

（１）現に住宅に困窮している方。 

（２）市内に住所若しくは勤務先を有する方又は新たに市内に居住することが必

要な方。 

（３）申込人と入居しようとする方が親族（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情のある方又は、婚約者を含む。）であること。 

（４）申込人及び入居しようとする親族が暴力団員でないこと。 

（５）申込人及び入居しようとする親族が市町村税を滞納していないこと。 

（６）申込人及び入居しようとする親族の収入月額が､158,000円以下（裁量階層

に該当する世帯は214,000円以下）であること。 

※ 申込人及び入居しようとする親族の年間所得金額から、１０ページの「控除の種

類及び控除額一覧」に掲げる要件に応じた控除額を控除し、１２カ月で除したもの

が収入月額となります。詳しくは、６～７ページの「収入月額の算定方法」参照 

※ 裁量階層とは、９ページの「裁量階層について」に掲げる要件に該当する世

帯のことです。 

（その他） 

・家族を不自然に分割した申込みは認めません。 

・申込後において、申込書記載の同居親族の変更（出生・死亡の場合を除く。）

は認めません。 

７ 申込方法 

次の書類を申込受付期間内に市役所建築課へ提出してください。なお、郵送で

の受付はできません。 

①綾部市営住宅入居申込書（様式第４号）  

市役所建築課で募集案内書と一緒に配布します。 

②世帯全員の住民票（市役所市民・国保課で発行：３００円） 

申込人の世帯全員の住民票（世帯主名と続柄が表示されたもの） 

※ 内縁の配偶者については、住民票の続柄が未届の夫又は未届の妻であることが

必要です（「同居人」は不可）。 
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③令和２年度課税証明書（市役所市民・国保課で発行：３００円］ 

申込人及び入居しようとする親族全員の令和２年度課税証明書等（次項参照） 
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（１）給与所得の方 

現 在 の 職 場 収 入 の 計 算 期 間  証 明 書 の 種 類  

平成３１年１月１日以前か

ら引き続き勤務している方 

平成３１年１月１日から 

令和元年１２月３１日まで
・令和２年度課税証明書 

平成３１年１月２日以降に

就職し、１年以上経ってい

る方 

申込み月の前月からさかの

ぼった１年間
・令和２年度課税証明書 

・給与支払証明書（別紙） 

※両方提出してください。 
勤務してから１年未満の方 

就職した月から申込み月の前

月まで（２カ月以上の実績が

ない方は連絡してくださ

い。） 

（２）事業収入の方 

現 在 の 職 場 収 入 の 計 算 期 間  証 明 書 の 種 類  

平成３１年１月１日以前か

ら引き続き営業している方 

平成３１年１月１日から 

令和元年１２月３１日まで
・令和２年度課税証明書 

平成３１年１月２日以降に

開業し、１年以上経ってい

る方 

申込み月の前月からさかの

ぼった１年間 
・令和２年度課税証明書 

・営業実績証明書（別紙） 

※両方提出してください。 開業してから１年未満の方 

開業した月から申込み月の前

月まで（２カ月以上の実績が

ない方は連絡してくださ

い。） 

（３）年金収入の方 

現 在 の 職 場 収 入 の 計 算 期 間  証 明 書 の 種 類  

平成３１年１月１日以前から引

き続き年金を受給している方 

平成３１年１月１日から 

令和元年１２月３１日まで
・令和２年度課税証明書 

平成３１年１月２日以降に

年金を受給されている方 
直近の年金月額×１２カ月 

・令和２年度課税証明書 

・年金振込通知書（はが

き）又は年金証書の写し 

※両方提出してください。 

（４）収入のない方 

  次に掲げる証明書類のいずれかを提出してください。 

  ①雇用保険受給資格者証または離職票 

  ②退職証明書 

  ③生活保護を受けている方は、生活保護受給者証 

④市税の完納証明書（市役所市民・国保課で発行：３００円） 

申込人及び入居しようとする親族全員の完納証明書 
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⑤その他の必要な書類 

（１）身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、戦傷病者手帳など

を所持している方は提示してください。 

（２）単身で申込む方で、身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護

を必要とする場合は、事前に相談してください。 

（３）扶養控除関係に変更のあった方 

   令和２年１月１日以降に控除関係の変更のあった方は、変更のあったこと

の分かる書類（国民健康保険以外の健康保険証など）を提示してください。 

（４）立ち退き要求により申込みをされる方 

   家主の立ち退き要求書を提出してください。 

   ※家主の記名押印、日付、立ち退き要求の理由、期日などを記入。 

（５）婚約者と申込みをされる方は、別紙「婚約証明書」又は結婚式場等の予約

証明書を提出してください。 

【提出書類の注意事項】 

申込人の同一世帯以外の方が、住民票・課税証明書・完納証明書の発行を申請される場合

は、申込人の委任状が必要となります。（親子であっても世帯が違う場合は申込人の委任状

が必要。）また、住民票については、本人が申請する場合でも、本人確認の書類（運転免許

証等）が必要となります。※委任状は市民・国保課にあります。（任意で作成も可） 

提出していただいた書類はお返しできませんのでご了承ください。また、その他必要に応

じて、別途に書類を提示又は提出していただく場合があります。 

８ 入 居 者 の 決 定 

  書類審査後、入居者選考委員会の審査及び抽選（入居資格者が募集戸数を超

えた場合）を行い、入居者を決定します（必要があれば申込人の自宅に訪問す

る等の実情調査を行います）。 

９ 抽選会（入居資格者が募集戸数を超えた場合） 

  令和２年１０月中旬予定 

10 入居可能日 

  令和２年１２月１日（火）予定 

  （ルナコート綾部、ＧＲ-Ⅵ大島町は令和２年１１月１日（日）予定） 
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収 入 月 額 の 算 定 方 法 

【収入月額の求め方】 

  年間所得金額－(38万円×同居・別居扶養親族等の数)－該当控除額  
                 12                 

【年間所得金額の求め方】 

① 給与所得者の場合 

  次表により「年間収入金額」から「年間所得金額」を算出します。 

年 間 収 入 金 額 年 間 所 得 金 額 

651,000円未満 0円 

651,000円以上～1,619,000円未満 年間収入金額－650,000円 

1,619,000円以上～1,620,000円未満 969,000円 

1,620,000円以上～1,622,000円未満 970,000円 

1,622,000円以上～1,624,000円未満 972,000円 

1,624,000円以上～1,628,000円未満 974,000円 

1,628,000円以上～1,800,000円未満 ※端数整理後の年間収入金額×0.6 

1,800,000円以上～3,600,000円未満 ※端数整理後の年間収入金額×0.7－180,000円 

3,600,000円以上～6,600,000円未満 ※端数整理後の年間収入金額×0.8－540,000円 

6,600,000円以上～10,000,000円未満 年間収入金額×0.9－1,200,000円 

※端数整理後の年間収入金額 

年間収入金額を4,000で除し、出た数の小数点以下を切捨て4,000を乗ずる。 

 【例】年間収入金額2,859,999円の年間所得金額 

    2,859,999円÷4,000＝714.999…（小数点以下切捨て） 

 714×4,000＝2,856,000円←端数整理後の年間収入金額 

  2,856,000円×0.7－180,000円＝1,819,200円 

   なお、平成３１年１月２日以降に勤務された方は「給与支払証明書」を勤務先の会社印

押印の上、提出してください。また、退職された方は、元の勤務先が発行した退職証明書

等、退職を証明できるものを提出してください。 

 〔就職後１年未満の方の年間総収入金額算出方法〕 

勤務した翌月から申込月の前月までの総収入金額－賞与 
  勤務した翌月から申込月の前月までの月数 

×12＋賞与＝推定年間総収入金
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② 事業所得者の場合 

  年間収入金額から必要経費を控除した額です。 

  なお、平成３１年１月２日以降に開業された方は別紙「営業実績明細書」を提出してくだ

さい。 

〔開業後１年未満の方の年間収入金額算出方法〕 

開業月の翌月から申込月の前月までの総収入金額－必要経費  
開業月の翌月から申込月の前月までの月数 

③ 年金所得者の場合 

  次表により「年間年金収入金額」から「年間年金所得金額」を算出します。 

受給者の年齢 年間年金収入金額（Ａ） 年間年金所得金額 

65歳未満 

700,000円以下 0円 

700,000円を超え1,300,000円以下 （Ａ）－700,000円 

1,300,000円を超え4,100,000円以下 （Ａ）×0.75－375,000円 

4,100,000円を超え7,700,000円以下 （Ａ）×0.85－785,000円 

7,700,000円を超える場合 （Ａ）×0.95－1,555,000円 

65歳以上 

1,200,000円以下 0円 

1,200,000円を超え3,300,000円以下 （Ａ）－1,200,000円 

3,300,000円を超え4,100,000円以下 （Ａ）×0.75－375,000円 

4,100,000円を超え7,700,000円以下 （Ａ）×0.85－785,000円 

7,700,000円を超える場合 （Ａ）×0.95－1,555,000円 

※申込人の年間所得金額は、入居しようとする親族の所得も含みます。 

【例】申込人の同居親族が妻と子1人の場合 

申込人（世帯主）の年間所得金額＝1 , 6 0 0 , 0 0 0円 

同居親族（妻）の年間所得金額＝800,000円 

同居親族（子）の年間所得金額＝0円 

申込人の年間所得金額（合算）：1,600,000円＋800,000円＝2,400,000円

×12＝推定年間収入金額
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基 準 早 見 表 

年間収入金額ベースによる基準早見表（同居親族に申込人は含みません。） 

（年間収入金額ベース） 

種 別 
入居収入 

基 準 額 

同 居親族及び別居の扶養親族数  

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 

一 般 

申込者 

158,000円

以 下 

0円 

～ 

2,967,999円 

0円 

～ 

3,511,999円 

0円 

～ 

3,995,999円 

0円 

～ 

4,471,999円 

0円 

～ 

4,947,999円 

0円 

～ 

5,423,999円 

裁量階層 

申 込 者 

214,000円

以 下 

0円 

～ 

3,887,999円 

0円 

～ 

4,363,999円 

0円 

～ 

4,835,999円 

0円 

～ 

5,311,999円 

0円 

～ 

5,787,999円 

0円 

～ 

6,263,999円 

年間所得金額ベースによる基準早見表（同居親族に申込人は含みません。） 

（年間所得金額ベース） 

種 別 
入居収入 

基 準 額 

同 居親族及び別居の扶養親族数  

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 

一 般 

申込者 

158,000円

以 下 

0円 

～ 

1,896,000円 

0円 

～ 

2,276,000円 

0円 

～ 

2,656,000円 

0円 

～ 

3,036,000円 

0円 

～ 

3,416,000円 

0円 

～ 

3,796,000円 

裁量階層 

申 込 者 

214,000円

以 下 

0円 

～ 

2,568,000円 

0円 

～ 

2,948,000円 

0円 

～ 

3,328,000円 

0円 

～ 

3,708,000円 

0円 

～ 

4,088,000円 

0円 

～ 

4,468,000円 

申込人及び入居しようとする親族の年間収入金額及び年間所得金額が、上記早見表の金

額以下であれば入居の申込みができます。 

なお、上記早見表は、10ページの「控除の種類及び控除額一覧」に掲げる親族控除のみ

反映されています。（その他障害者等の控除は反映されていません。） 
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裁 量 階 層 に つ い て 

 次のいずれかに該当する世帯は裁量階層となり、入居申込みが可能な月額所得の

範囲が214,000円以下となります。（※一般世帯は158,000円以下） 

世 帯 区 分 要 件 必 要 書 類 

障 害 者 

イ 申込人又は同居親族が身体障害者手帳の

交付を受けている場合（障害の程度が1級

から4級まで） 

身体障害者手帳の

写し 

ロ 申込人又は同居親族が精神障害者保健福

祉手帳の交付を受けている場合（障害の程

度が1級又は2級） 

精神障害者保健福

祉手帳の写し 

ハ ロに規定する精神障害者の程度に相当す

る程度と認められる知的障害者 
療育手帳の写し 

高 齢 者 

申込人が昭和 32年 4月 1日以前に生まれた方

で、かつ、同居親族のいずれもが昭和32年 4

月1日以前に生まれた方、又は18歳未満の方

である場合 

世帯全員の住民票 

戦 傷 病 者 

申込人又は同居親族が戦傷病者手帳の交付を

受けている場合（障害の程度が特別項症から

第6項症まで、又は第1款症であること） 

戦傷病者手帳の写

し 

原子爆弾被爆者 
申込人又は同居親族が厚生労働大臣の認定を

受けている原子爆弾被爆者である場合 

特別手当証書の写

し 

引 揚 者 

申込人又は同居親族が海外からの引揚者であ

る場合（引き揚げた日から起算して５年以内

に限る） 

厚生労働大臣の引

揚者証明書又は支

給決定通知書（自

立支度金）の写し 

ハ ン セ ン 病  

療養所入所者等 

申込人又は同居親族が平成8年3月31日までの

間に国立ハンセン病療養所その他の厚生労働

大臣が定めるハンセン病療養所に入所してい

た方 

入所していたこと

を証明する療養所

長の証明書 

中学校を卒業す

るまでの子供が

いる世帯 

同居親族に15歳に達する日以後の最初の3月

31日までの間にある方がいる世帯 
世帯全員の住民票 

新 婚 世 帯 

今回の受付期間初日において、夫婦・婚約者

とも40歳未満であり、かつ、婚姻後1年未満

の方がある場合（夫婦構成に変更がない場合

に限り、入居日から起算して10年間を裁量階

層とします。） 

婚姻届受理証明書

等 
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10

控 除 の 種 類 及 び 控 除 額 一 覧 

種 類 要 件 控除額（年額） 

親 族 控 除 
・入居しようとする親族（申込人を除く） 

・別居の扶養親族 
1人につき38万円 

老人控除対象配偶者 

老人扶養親族 
・70歳以上の方 1人につき10万円 

16歳以上23歳未

満の扶養親族 
・扶養親族のうち年齢16歳以上23歳未満の方 1人につき25万円 

障 害 者 

・身体障害者手帳の交付を受けている方 

・戦傷病者手帳の交付を受けている方 

・精神保健指定医等の判定により知的障害者と判定され

た方 

・精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方 

1人につき27万円 

特別障害者 

・身体障害者手帳の交付を受けている方で1級又は2級に

該当する方 

・戦傷病者手帳の交付を受けている方で特別項症から第

３項症までに該当する方 

・原子爆弾被爆者として厚生労働大臣の認定を受けた方 

・心身喪失の状況にある方又は精神保健指定医等の判定

により重度の知的障害者と判定された方 

・精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方で１級

に該当する方 

1人につき40万円 

寡 婦 

寡婦とは、次のいずれかに該当する方 

・夫と死別・離婚した後婚姻をしていない方や夫の生死

が不明な方で、扶養親族や年間の所得金額が基礎控除

額以下の生計を一つにする子（他の所得者の控除対象

配偶者や扶養親族とされている親族を除く）のある方 

・夫と死別後婚姻をしていない方や夫の生死が不明な方

で、年間の所得金額が500万円以下の方 

27万円 

ただし、所得金額

が27万円未満の場

合は、その金額 

寡 夫 

寡夫とは、次のすべてに該当する方 

・妻と死別し、又は離婚後婚姻していない方、あるいは

妻の生死が不明な方 

・生計を一にする子（合計所得金額が基礎控除額以下）

のある方 

・合計所得金額が500万円以下の方 

27万円 

ただし、所得金額

が27万円未満の場

合は、その金額 
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①スタジオーネ神宮寺（神宮寺町） 

②ルナコート綾部（味方町） 

③ＧＲ－Ⅵ大島町（大島町） 

募集団地位置図 

①スタジオーネ神宮寺 

11 

北  
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北 

②ルナコート綾部 

味方町

③ＧＲ－Ⅵ大島町 

12 

北  
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13 １０．募集団地間取図 

13 
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募集団地見取図 

ルナコート綾部（味方町）

13 

14 

※代表的な平面図ですので、多少異なる場合があります。  

14
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綾部市教育委員会告示第８号 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１４条の規定

により、令和２年度第４回（７月）綾部市教育委員会会議を次のとおり招集する。 

令和２年７月１５日 

                      綾部市教育委員会        

教育長 足 立 雅 和    

１ 日  時   令和２年７月１７日（金）午後３時から 

２ 場  所   綾部市役所 教育委員会事務局（教育長室） 

３ 報告事項

  ・人権を考えるセミナーについて

４ 事務連絡

教育委員会告示

141



綾部市教育委員会告示第９号 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１４条の規定

により、令和２年度第５回（８月臨時）綾部市教育委員会会議を次のとおり招集する。 

令和２年７月２７日 

                      綾部市教育委員会        

教育長 足 立 雅 和    

１ 日  時   令和２年８月１１日（火）午後１時３０分から 

２ 場  所   綾部市役所 教育委員会事務局（教育長室） 

３ 付議事項 

・議第１４号 

令和３年度以降使用中学校用教科用図書の採択について

教育委員会告示
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